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１．学校法人の概要 
学校法人大正大学は、1926(大正 15)年に旧制私立大学として開学しました。日本唯一の複数宗派による

大学であり、設立宗派（天台宗、真言宗豊山派、真言宗智山派、浄土宗）及び時宗によって運営していま

す。 

創立時に、本学が掲げた建学の理念は「智慧と慈悲の実践」です。仏教の世界では、「自らのためにだけ

でなく他人の利益になる」ことを大きな目標に掲げて修行する人を菩薩といいます。大正大学で学ぶすべ

ての人が、その菩薩のように物事を正しく認識・判断し、実践、行動する人間となることを求めています。 

この理念から、「4つの人となる」という教育ビジョンを掲げ、「慈悲」「自灯明」「中道」「共生」を規範

とすることを示しています。これは、国際目標として「誰一人取り残さない」世界の実現を理念とする SDGs

（サスティナブル・ディベロップメントゴールズ／持続可能な開発のためのユニバーサルな目標）の思想

と合致し、今、大きく激動している社会情勢を包括した新たな目標として「新共生主義」を掲げます。 

 

（１）建学の理念・ビジョン 

 
●建学の理念 

 
●教育ビジョン 

「４つの人となる」（平成 21 年 3 月策定） 

 
本学の建学の理念は、「智慧と慈悲の実践」。そして、建学の理念のもとに〈慈悲・自灯明・中道・共生〉

という仏教精神に根ざした教育ビジョン「4 つの人となる」を掲げて教育研究の活動を展開しています。 
１．慈悲（じひ）： 

慈悲とは仏教用語で、生きとし生けるものに対して平等な気持ちを持つことであり、すべての人々に友

情を持ち、他人の苦しみを共有するこころでもあります。また、慈悲は他者を「生かす」ことであり、その

ために「生きる力」（智慧）を養っていくことが大切です。 
２．自灯明（じとうみょう）： 

 他人の言葉に左右されず、真実を頼りとして自らを確立せよということです。真実を知ることは、学び

続け考え続けること以外にありません。すべてのものは変化していくのと同じように、学んだ「知識」も

すぐに陳腐化するものです。日々、真実とは、真理とは何かを求めて歩んでいくことであり、自灯明の実
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践です。 
３．中道（ちゅうどう）： 

相互に対立する2つの極端なものにかたよらない生き方をいいます。中道を現代的に実践するには、と

らわれない心を育て、正しい生き方を求める心を育てることが大切です。また、倫理観を養う、道徳的な

生き方をする、法令･規則を守ることなども中道の現代的理解の1つであると考えます。 

４．共生（きょうせい）： 

仏教の縁起の思想、すなわち世の中にあるものはすべて直接、間接に何らかの形で係わり合って生まれ、

滅び、刻々と変わっていくものであるという考え方がベースにあります。大学という学びの場において、

志を同じくした者が共に学び、それぞれの目標に向かって達成の努力をする人たちの集まりであって欲し

いものです。 

 
●運営ビジョン 
・TSR 

TSR とは、「大正大学の社会的責任（Taisho University Social Responsibility）」のことを指し、そのた

めに教職員が一丸となって力を尽くすことです。 経営者である理事会が「5 つの経営資源」を担保し、教

職員が「5 つの社会的責任」を果たすことによって、ミッション（使命）を達成するとともに、新たな価値

を創造し、精神的・知的な満足を得られる大学へ成長することを目指しています。 
 

５つの経営資源 

 
人材の確保 
a. 教職員の人材確保 
b. 学生の確保 
c. ステークホルダーの確保 
d. 専門職人材（デジタル、AI、DX）の戦略的確保 
e. 企業とのインタラクション 
充実した教育環境 
a. キャンパス環境の最適化（U・スマート、ワンストップサービス） 
b. 地域戦略人材育成と教育拠点拡充（エリアキャンパス） 
c. ネットワーク、オンライン環境整備 
d. すがもオールキャンパス構想第Ⅱ期（2021～2025）社会実装計画の実施 
安定した財務 
a. 安定かつ継続的な学生確保 
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b. 外部資金獲得のための戦略（競争的資金とステークホルダーからの寄付金） 
c. スピーディーな改革（魅力化推進事業）への投資（迅速・適格な意思決定） 
d. 継続性を担保する健全な財務運営及び資産運用 
情報 
a. 大学運営に資する情報収集の充実 
b. 本学魅力化の情報発信の充実 
c. 情報基盤の確立 
働き方改革 
a. 意思決定のスピード化 
b. 効率・生産的な働き方改革（有益な時間の創出） 
c. 魅力化推進事業実行のための働き方戦略の策定 
 

５つの社会的責任 

 

優れた教育・研究 
3 つのポリシーに基づき、学生自らの夢と目標に向かって学び、考えることのできる人材養成のための教

育活動を行う。また、教員は大学の教育活動に有効な独自の研究活動を行い、教育界や社会に貢献する。 
充実した学生生活 
学生が将来の目標を考え、その達成に向けた歩みを可能とするために学内支援体制を整え、組織的に支援

していく。また、学生の自律的な課外活動を支援し、充実した学生生活の支援を行う。 
特色ある社会貢献・地域連携 
本学のこれまでの社会貢献活動の歴史と実績を尊重としつつ、本学独自の取り組みとして、全国規模の地

域貢献活動や地元巣鴨地域における「すがもプロジェクト」を通じて、地域やステークホルダーへの連携

活動を推進する。また、生涯学習、地域活性化、コミュニティ再生、産官学共同プロジェクト、設立宗派と

の連携、国際化等についても、社会連携活動として、大正大学の新たな社会的役割に挑戦していく。 
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ミッションに基づく学風の醸成 
本学のミッションに基づく独自の大学文化を確立する。本学に集う者は、日本人としての品格と高い倫理

観を持ち、正しい生活態度、バランスのとれた社会観を養い人類の福祉（幸せ）に貢献する人材育成環境

を醸成する。 
TSR に基づく大学運営 
本学のビジョンや目標、さらには大学への期待や要望を実現し、信頼される行動を担保するのが TSR マネ

ジメントである。そのため、すべての教職員はナレッジマネジメントのもと、高い倫理観を育み、コンプ

ライアンスを保ち、組織人として優れた行動と貢献を促す。また、TSR に基づく自己点検・評価活動、大

学運営を推進し、PDCA サイクルを推進する。 
 

（２）学校法人の沿革 

明 
治 

18 年(1885） 天台宗大学設立 

20 年(1887） 真言宗新義派大学林・宗教大学（浄土宗）設立  

大

正 

3 年(1914） 私立大学智山勧学院設立 

8 年（1919） 高楠、姉崎、前田、村上、沢柳の 5博士、各宗管長に仏教連合大学の創設を提唱 

11 年（1922） 各宗幹部有志、各宗仏教連合大学の設立を提唱 

14 年（1925） 
天台宗・真言宗豊山派・浄土宗がこれに賛同し、天台宗大学、豊山大学（新義派大

学林改称）、宗教大学の学生を仏教連合大学（大正大学）に編入 

15 年（1926） 

大学令による大正大学（文学部・予科・専門部）設立、初代学長に沢柳政太郎博士

就任 

 

昭

和 

2 年（1927） 『大正大学学報』第一輯発行（昭和 28年『大正大学研究紀要』と改題） 

4 年（1929） 智山勧学院を智山専門学校と改称 

18 年（1943） 智山専門学校を大正大学に合併、第一回学徒出陣 

23 年（1948） 大正大学高等学校創立 

24 年（1949） 新学制による大正大学（仏教学部・文学部）設立 

26 年（1951） 大学院修士課程（仏教学・宗教学・国文学）を設置 

31 年（1956） 大学院博士課程（仏教学・宗教学・国文学）を設置 

32 年（1957） 綜合仏教研究所開設 

38 年（1963） カウンセリング研究所開設 

43 年（1968） 旧本館解体（現在車寄せ部分は明治村に移築されています） 

51 年（1976） 埼玉校地校舎取得。埼玉男子寮（道心寮）完成 

53 年（1978） 大学院修士課程・博士課程（史学）設置 

54 年（1979） 別科（仏教専修）設置 

55 年（1980） 
ハワイ大学 (米国)と姉妹校関係締結  

東国大学校 (大韓民国)と姉妹校関係締結 

56 年（1981） 文学部文学科国文学専攻、英語英文学専攻設置 



5 
 

57 年（1982） 文学部社会福祉学科設置 

61 年（1986） 河南大学 (中国)と姉妹校関係締結 

63 年（1988） 仏教学部に仏教文化コース新設 

 
 
 
 
 
 
 
 
平 
成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

元年（1989） 日本語教員養成講座開設 

2 年（1990） 
生涯教育コース（社会学科）、福祉心理学コース（社会福祉学科）、日本語コース（国

文学専攻）を開設 

5 年(1993） 新教育課程スタート、大正大学高等学校廃止 

7 年(1995） 
学生総合開発センター開設 
ミュンヘン大学（ドイツ）と教育交流協定締結 

8 年(1996） 大学院文学研究科比較文化専攻、社会福祉学専攻、臨床心理学専攻修士課程開設 

9 年（1997） 
大学院文学研究科比較文化学専攻、社会福祉学専攻、臨床心理学専攻修士課程開設、

大学院昼夜開講制スタート、国際センター開設 

10 年（1998） 北京大学・上海大学 (中国)と交流協定締結 

11 年（1999） 

カフェテリア増築  

大学院修士課程人間科学専攻、大学院博士課程福祉・臨床心理学専攻、 

比較文化専攻開設  

全学部学科昼間主コース・夜間主コース開設（昼夜開講制）  

人間学部人間福祉学科生涯教育専攻募集停止 

12 年（2000） 
新図書館完成  

社会学科を人間科学科に名称変更 

13 年（2001） 大学院仏教学研究科、人間学研究科を設置し、3研究科体制へ変更 

14 年（2002） 2号館新研究棟落慶 

15 年（2003） 

文学部改組（再編） 

表現文化学科、歴史文化学科設置  

人間学部仏教学科、人間科学科の収容定員変更 

17 年（2005） 

10号館教室棟完成  

キャリアエデュケーションセンター(CEC)開設  

ネクストコミュニティコース (NCC)開設 

20 年（2008） 人間学部人間科学科・人間科学専攻と教育人間学専攻を開設 

21 年（2009） 人間学部にアーバン福祉学科と臨床心理学科を開設  夜間主コースを廃止 

22 年（2010） 

仏教学部、文学部人文学科、表現学部を開設 

歴史文化学科を歴史学科に名称変更 

新 7号館完成 

23 年（2011） 

人間学部に人間環境学科、教育人間学科を開設 

人間学研究科社会福祉学専攻、人間科学専攻、福祉・臨床心理学専攻、文学研究科

国文学専攻、比較文化専攻の収容定員変更 

24 年（2012） 人間学部臨床心理学科、文学部歴史学科、表現学部表現文化学科の収容定員変更 新 
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平 
成 

3号館完成 

25 年（2013） 

文学部人文学科の収容定員変更 

アーバン福祉学科を社会福祉学科に名称変更 

新 5号館、新 11 号館完成 

26 年（2014） 

人間学部人間科学科の収容定員変更 

仏教学研究科仏教学専攻、人間学研究科社会福祉学専攻、人間科学専攻、文学研究

科宗教学専攻、史学専攻、国文学専攻、比較文化専攻の収容定員変更 

27 年（2015） 文学部日本文学科設置 

28 年（2016） 地域創生学部地域創生学科、心理社会学部人間科学科、臨床心理学科設置 

29 年（2016） 
教職支援センター 

エンロールメント・マネジメント研究所開設 

30 年（2017） 時宗が運営に参画。 

令

和 

元年（2019） 総合学修支援機構ＤＡＣを設置 

２年（2020） 

人間学部教育人間学科、社会福祉学科、人間環境学科を改組し、 

社会共生学部公共政策学科、社会福祉学科を設置 

新８号館完成 

 

（３）設置学校等 

大正大学は、６学部（地域創生、社会共生、心理社会、文、表現、仏教）10学科と、３研究科（仏教学、

人間学、文学）の構成となっています。東京・巣鴨のキャンパスで約 5,000名の学生が学んでいます。 
教育面は、教員と学生の距離の近さを活かしたきめ細やかな学修サポートが特徴で、基礎力を磨き専門

性と教養の融合を図る学びを提供しています。また、就職支援についても、社会に出て活躍できる人材を

育てるため、教職協働で学生の就職支援にあたる就職総合支援センターを設置し、確かな「基礎力」と「自

立」をキーワードに教員と職員が一体となってキャリアサポートを行っています。 
 平成 26 年に現代の日本における地域創生・地域課題解決のための研究機関として地域構想研究所を設立

し、加えて、平成 28 年に地域創生学部を設置し、地域固有の価値を見出しながら、地域が抱える課題を専

門性と創造性、実践力で解決し、地域価値の継承や発展、創生を実現する人材を養成しています。 
 平成 29 年度は、エンロールメント・マネジメント研究所及び教職支援センターを設置し、TSR マネジ

メントの「5 つの社会的責任」の一つである「優れた教育・研究」がさらに発展し、充実いたしました。 
エンロールメント・マネジメント研究所は、教育改革・学生支援のさらなる促進・拡充のために、大学と

して日本で初めて EM（Enrollment Management）や IR（Institutional Research）に関する研究を行う

研究所です。学生の入学前から卒業後までの一貫した情報を収集・分析・提供し、教育・研究・社会貢献及

び TSR マネジメント等について企画・立案・支援を行うことで、大学改革に資することを目的としていま

す。この成果については、本学のみならず大学教育全体に貢献できるよう積極的に広く一般に公開してい

く予定です。 
令和元年 7 月には、学生の学びを総合的に支援する新たな総合学修支援機構「ＤＡＣ（ダイバーシティ・

エ―ジェンシー・コミュニティ）」を設置しました。この「ＤＡＣ」は、本学が取り組んでいる「知識集約
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型社会を支える人材育成事業」「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」の取組みの推進

機関でもあり、学生一人ひとりの学びをサポートし、生涯学び続けるための“学修習慣を身につけた”学

生を育成していきます。 
令和２年４月には、人間学部を改組し、社会共生学部を開設しました。現在の日本は、少子高齢化・人口

減少・雇用問題など多くの課題を抱え、社会や地域のあり方が激変しています。そういった様々な公共的

課題を、政策という手段によって解決するための方法や技術を学ぶ「公共政策学科」と、医療・福祉・教育

など幅広い分野で支援を必要としている人の相談・援助を行うソーシャルワーカー(社会福祉士・精神保健

福祉士)を育成する「社会福祉学科」の 2 学科構成の学部です。学部名にある「共生」という言葉は、現代

においては一般用語化していますが、実は、本学の学長を 3 期にわたって歴任した椎尾弁匡博士が提唱し、

実践活動を行ったのが起源で、その後広く全国に波及したものです。社会共生学部は、「共生マインド」を

身に付け、「連携と協働」をテーマに地域の課題解決を担う人材育成を行います。 
加えて、11 月には、本学の教育事業である「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」

が、文部科学省の令和２年度大学教育再生戦略推進費「知識集約型社会を支える人材育成事業」の審査の

結果、採択されました。この審査では各国公私立大学長及び短期大学長宛てに公募が行われ、各大学等か

ら文部科学省へは 23 件の申請があり、6 件の事業が選定されました。 
本事業は、幅広い学融合の知識や創造力、変化に対応する力、異なる分野のネットワーク結節点となる

ためのコミュニケーション力を本学で学ぶ全学生に身に付けさせることにより、我が国において新時代の

地域を牽引するアントレプレナーシップを身に付けた「地域戦略人材」（多面的な性質をもつ地域の課題解

決に向けて異なる専門分野の多様な人材を統合し、調整する新しいリーダー）を育成します。実施にあた

っては、本学の特色である地学連携体制・産学協創体制を生かして学融合・学際・課題解決型の教育プロ

グラムを構築します。そして、総合学修支援機構 DAC をハブとして学内の各組織を有機的に連携させ、

教育及び学生支援体制の基盤を確立すると共に社会とのインタラクションを活発化させます。さらに、リ

カレント教育の提供等による生涯を通じた教育サポートの構築や、独自メディアを活用した成果の発信も

予定しています。 
 令和３年度においては、データサイエンス教育の全学的実施、クロスディシプリン教育の実証実験・学

内の調整・準備、アントレプレナーシップ養成プレプログラムを新規に実施しました。アントレプレナー

シッププレプログラムについては、試行プログラムとして、希望する学生を対象に活動テーマを示し、自

発的に参画を促し、課外のプログラム（非単位プログラム）として展開しました。意欲のある学生が相当

数それぞれのテーマに参加しました。 
 令和４年度については、第Ⅰ類科目「リーダーシップ」、第Ⅱ類科目「学融合ゼミナール」、第Ⅲ類科目

「アントレプレナーシップ育成教育プログラム」の基礎科目を新たに実施しました。学生が、幅広い学融

合の知識や創造力、従来の枠組みを超えた学融合的・学際的な視点を身につけ、時代の変化に合わせて社

会を牽引し、あるいは支えていく人材の育成を目指しています。 
 データサイエンスについては、産官学連携において、特に意欲の高い学生やチャレンジ精神旺盛な学生

については、学びの技法の支援という形で、学生の可能性をさらに高める支援や上位層の学生の育成も意

識しながら、教育活動・学修支援に取り組みました。学生の学外コンテストの参加も積極的に支援し、令

和４年度は、公共政策学科２年生のチームが、「学生によるミタカ・ミライ研究アワード 2022」において、

上位３チームの一つに選ばれ、優秀賞を獲得しました。また、公共政策学科・表現文化学科３年生のチー

ムが、「企業分析 AWARD2022 」にて優勝を果たしました。 
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学校法人 大正大学 

理事長  岡本 宣丈 
 

大正大学［大正 15年 4月 1日設立］ 

巣鴨キャンパス 東京都豊島区西巣鴨 3−20−1 
埼玉校舎    埼玉県北葛飾郡松伏町大字築比地 
学長      髙橋 秀裕 
 
綜合仏教研究所［昭和 32年 4月 1日設立］ 

[事業内容] 

新進気鋭の仏教研究者の育成 

仏教を中心とした諸宗教・諸思想の研究とその成果の発表 

以上の事業にかかわる新資料の発掘と出版 

斯界の第一人者による公開講義 

国際化・学際化・情報化時代に適応した仏教研究の展開 

 

カウンセリング研究所［昭和 38年 5月 13日設立］  

[事業内容] 

カウンセラーの養成・教育・訓練 

臨床心理士養成に係る本学大学院生の実習 

カウンセリングに関する学術研究 

本学関係諸機関・設立宗門との連携活動 

臨床活動 

 

地域構想研究所［平成 26 年 10 月 1 日設立］ 
[事業内容] 

地域活性化の構想と実現を担う人材育成 

研究所における人材育成プログラムの実施 

地域（地方）の連携先における講習会・セミナー等の実施 

広域地域連携事業 

特定地域との連携による地域振興支援事業 

地域産業，地域企業の経営・起業支援事業 

外部資金獲得（国庫補助金・民間基金等）による補助事業の実施 

Web サイト等による情報提供 

本学の設立基盤を支える宗教法人との連携による地域連携，地域貢献及び仏教者の社会的責任（BSR）推進に

かかる事業 

学校法人の指示による特別研究事業 
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その他必要な研究及び実践活動 

エンロールメント・マネジメント研究所［平成 29 年 10 月 1 日設立］ 
[事業内容] 

入学前から卒業後まで一貫した調査分析 

BIツール等の IR システムの調査研究 

EMIR勉強会を主催することによる本研究所の成果の国内外への発信 

PBL、AL の成果や効果の検証および可視化、成績評価等の研究 

学修成果の可視化に関する調査分析 

高等学校の探究型学習の達成度や成績評価等へのインパクト創出 

高大接続型の新入試の設計や評価に関する調査研究 

高等学校での学修履歴と大学の学修成果および社会人が評価する学修成果の在り方等の研究 

高等教育政策やトレンド、競合大学の状況、高等学校等の学外情報の収集分析 

【教育組織図】（令和 4 年 5 月 1 日現在） 
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【事務組織図】（令和4年5月1日現在） 
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（４）役員及び教職員に関する情報 

 
●理事（定数 13～15 名／現員 15 名） 

令和 5 年 3 月 31 日現在 

№ 区 分 
常勤 

非常勤 
氏  名 

学内 

役職 
選 任 条 項 

1 理事長 非常勤 岡本 宣丈  第６条第２項 

2 常務理事 非常勤 多田 孝文  第６条第３項 

3 常務理事 非常勤 星野 英紀  第６条第３項 

4 常務理事 非常勤 御嶽 隆英  第６条第３項 

5 専務理事 常勤 柏木 正博  第７条第１項第３号 

6 理事 常勤 髙橋 秀裕 学長 第７条第１項第 1 号 

7 理事 非常勤 千野 法人  第７条第１項第２号 

8 理事 非常勤 勝崎 裕彦  第７条第１項第２号 

9 理事 非常勤 谷 晃昭  第７条第１項第３号 

10 理事 非常勤 櫛田 良豊  第７条第１項第３号 

11 理事 非常勤 小峰 一成  第７条第１項第３号 

12 理事 非常勤 小嶋 知善  第７条第１項第３号 

13 理事 常勤 平盛 聖樹 事務局長 第７条第１項第３号 

14 理事 常勤 神達 知純 副学長 第７条第１項第３号 

15 理事 常勤 首藤 正治 副学長 第７条第１項第３号 

・任期 令和 6 年 3 月 29 日まで    
・寄附行為第７条第１項第１号 

 学長 

・寄附行為第７条第１項第２号 

 評議員のうちから、評議員会において選任した者 ６人   

・寄附行為第７条第１項第３号 

 学識経験者で理事会において選任した者 ６人以上８人以内 

・非業務執行理事として、その任務を怠ったことにより学校法人大正大学に損害を与えた場合において、

非業務執行理事がその職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、私立学校法において準

用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の規定に基づく最低責任限度額を限度として、学校

法人大正大学に対して損害賠償責任を負うものとする。ただし、損害額のうち責任限度額を上回る部分

については、学校法人大正大学は非業務執行理事を当然に免責するものとする。 
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●監事（定数 4 名／現員 4 名） 
令和 5 年 3 月 31 日現在 

区 分 常勤／非常勤 氏名 

監事 非常勤 小池 啓三郎 

監事 非常勤 榎本 昇道 

監事 非常勤 岩脇 彰信 

監事 非常勤 久保田 剛士 

・任期 令和 3 年 3 月 30 日～令和 6 年 3 月 29 日 
・監事は、この法人の理事、職員（学長、教員その他の職員を含む。以下同じ。）及び評議員以外

の者のうちから宗教法人天台宗、真言宗豊山派、真言宗智山派及び浄土宗がそれぞれ推薦する者

各 1 人について評議員会の同意を得て理事長が選任する。 
・役員選任にあたっては、その管理及び運営に適性を有する者が選ばれるよう努めるとともに、

各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族が１人を超えて含まれてはならない。 
●顧問 

令和 5 年 3 月 31 日現在 
区分 常勤／非常勤 氏名 

顧問 非常勤 阿部 昌宏 

顧問 非常勤 鈴木 常英 

顧問 非常勤 芙蓉 良英 

顧問 非常勤 川中 光教 

●評議員（定数 31～34 名／現員 34 名） 
令和 5 年 3 月 31 日現在  

№ 氏  名 学内役職等 選 任 条 項 

1 塩入 法道 仏教学科・教授 第２５条第１項第１号 

2 木村 周誠 仏教学科・教授 第２５条第１項第１号 

3 新保 祐光 社会福祉学科・教授 第２５条第１項第１号 

4 堀内 規之 
仏教学研究科長 

仏教学科・教授 
第２５条第１項第１号 

5 櫛田 良道 歴史学科・准教授 第２５条第１項第１号 

6 星野 壮 
学長補佐 

人文学科・准教授 
第２５条第１項第１号 

7 髙橋 秀裕 学長 第２５条第１項第１号 

8 種村 隆元 
綜合仏教研究所所長 

仏教学科・教授 
第２５条第１項第１号 

9 佐々木 大樹 
学長補佐 

仏教学科・准教授 
第２５条第１項第１号 

10 石川 琢道 
仏教学専攻長 

仏教学科・准教授 
第２５条第１項第１号 
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11 林田 康順 
仏教学部長 

仏教学科・教授 
第２５条第１項第１号 

12 曾根 宣雄 仏教学科・教授 第２５条第１項第１号 

13 德永 直彰 表現文化学科・准教授 第２５条第１項第１号 

14 寺田 喜朗 人文学科・教授 第２５条第１項第１号 

15 外川 智恵 表現文化学科・教授 第２５条第１項第１号 

16 多田 孝文 常務理事 第２５条第１項第２号 

17 細野 舜海  第２５条第１項第２号 

18 細沼 秀行  第２５条第１項第２号 

19 氏家 拡譽  第２５条第１項第２号 

20 本田 隆仁  第２５条第１項第２号 

21 御嶽 隆英 常務理事 第２５条第１項第２号 

22 岡本 宣丈 理事長 第２５条第１項第２号 

23 千野 法人 理事 第２５条第１項第２号 

24 勝崎 裕彦 理事 第２５条第１項第２号 

25 小林 正道  第２５条第１項第２号 

26 杉谷 義純  第２５条第１項第３号 

27 星野 英紀 常務理事 第２５条第１項第３号 

28 深澤 照生  第２５条第１項第３号 

29 静永 純一  第２５条第１項第３号 

30 杉山 俊明  第２５条第１項第３号 

31 宮林 雄彦  第２５条第１項第３号 

32 長島 明道  第２５条第１項第３号 

33 遠藤 健治 

一般社団法人 

南三陸研修センター 

代表理事 

第２５条第１項第３号 

34 石田 順子 
大正大学事業法人 

ティー・マップ代表取締役 
第２５条第１項第３号 

・任期 令和 3年 3月 30日～令和 6年 3月 29日 

・寄附行為第 25条第 1項第 1号 

 この法人の職員のうちから理事会において選任した者  

・寄附行為第 25条第 1項第 2号  

 この法人の設置する学校を卒業した者で年令 25才以上のもののうちから理事会において選任した者  

・寄附行為第 25条第 1項第 3号 

 学識経験者（職員を除く。）のうちから理事会において選任した者  
・私立学校法 42 条 2 項により、評議員会を議決機関としています。 
・寄附行為：https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/2022_donation.pdf 
・役員報酬基準：https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/houjin.pdf 

https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/2022_donation.pdf
https://www.tais.ac.jp/common/doc/guide/info/houjin.pdf
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・役員賠償責任保険契約  
私学法の改正に伴い、役員の損害賠償責任が明確となり、令和４年４月１日から会社役員賠償責任保険に

加入している。 
 
●専任教員数（職位別構成） 

令和 4年 5月 1日現在 

 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

仏教学部 仏教学科 9 0 9 5 1 6 4 2 6 0 0 0 18 3 21

9 0 9 5 1 6 4 2 6 0 0 0 18 3 21

人間環境学科 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教育人間学科 2 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 3

2 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 3

公共政策学科 8 4 12 1 2 3 1 0 1 0 0 0 10 6 16

社会福祉学科 1 5 6 2 0 2 0 1 1 0 0 0 3 6 9

9 9 18 3 2 5 1 1 2 0 0 0 13 12 25

人間科学科 7 1 8 2 1 3 3 0 3 0 0 0 12 2 14

臨床心理学科 3 2 5 1 2 3 3 2 5 0 0 0 7 6 13

10 3 13 3 3 6 6 2 8 0 0 0 19 8 27

人文学科 4 2 6 3 1 4 0 0 0 0 0 0 7 3 10

日本文学科 2 2 4 3 0 3 0 1 1 0 0 0 5 3 8

歴史学科 10 0 10 5 0 5 0 0 0 1 0 1 16 0 16

16 4 20 11 1 12 0 1 1 1 0 1 28 6 34

表現学部 表現文化学科 7 1 8 3 0 3 5 1 6 1 0 1 16 2 18

7 1 8 3 0 3 5 1 6 1 0 1 16 2 18

地域創生学部 地域創生学科 5 2 7 3 1 4 5 0 5 1 0 1 14 3 17

5 2 7 3 1 4 5 0 5 1 0 1 14 3 17

4 0 4 2 0 2 5 0 5 0 0 0 11 0 11

62 20 82 30 8 38 26 7 33 3 0 3 121 35 156

社会共生学部　計

学部 学科
教授 准教授 合計

仏教学部　計

人間学部

人間学部　計

社会共生学部

講師 助教

その他

合　計

心理社会学部

心理社会学部　計

文学部

文学部　計

表現学部　計

地域創生学部　計
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●専任教員数（年齢別構成） 
令和 4年 5月 1日現在 

 

 

 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

仏教学部
仏教
学科

0 0 0 1 0 1 6 2 8 7 1 8 4 0 4 0 0 0 18 3 21

0 0 0 1 0 1 6 2 8 7 1 8 4 0 4 0 0 0 18 3 21

人間環
境学科

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

教育人
間学科

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 0 1 0 0 0 2 1 3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 1 0 1 0 0 0 2 1 3

公共政
策学科

0 0 0 1 0 1 0 2 2 3 3 6 5 1 6 1 0 1 10 6 16

社会福
祉学科

0 0 0 0 0 0 2 0 2 1 4 5 0 2 2 0 0 0 3 6 9

0 0 0 1 0 1 2 2 4 4 7 11 5 3 8 1 0 1 13 12 25

人間科
学科

0 0 0 2 0 2 3 0 3 4 2 6 3 0 3 0 0 0 12 2 14

臨床心
理学科

0 0 0 3 0 3 2 4 6 2 2 4 0 0 0 0 0 0 7 6 13

0 0 0 5 0 5 5 4 9 6 4 10 3 0 3 0 0 0 19 8 27

人文
学科

0 0 0 0 0 0 3 1 4 1 1 2 3 1 4 0 0 0 7 3 10

日本文
学科

0 0 0 0 0 0 3 0 3 0 2 2 2 1 3 0 0 0 5 3 8

歴史
学科

0 0 0 0 0 0 5 0 5 3 0 3 8 0 8 0 0 0 16 0 16

0 0 0 0 0 0 11 1 12 4 3 7 13 2 15 0 0 0 28 6 34

表現学部
表現文
化学科

0 0 0 2 0 2 5 0 5 4 2 6 4 0 4 1 0 1 16 2 18

0 0 0 2 0 2 5 0 5 4 2 6 4 0 4 1 0 1 16 2 18

地域創生学部
地域創
生学科

0 0 0 4 0 4 4 0 4 3 3 6 3 0 3 0 0 0 14 3 17

0 0 0 4 0 4 4 0 4 3 3 6 3 0 3 0 0 0 14 3 17

0 0 0 1 0 1 4 0 4 4 0 4 1 0 1 1 0 1 11 0 11

0 0 0 14 0 14 37 9 46 33 21 54 34 5 39 3 0 3 121 35 156

人間学部　計

学部 学科
30歳未満 30～39歳 60～69歳 70歳以上 合計

仏教学部　計

人間学部

40～49歳 50～59歳

表現学部　計

地域創生学部　計

その他

合　計

社会共生学部

社会共生学部　計

心理社会学部

心理社会学部　計

文学部

文学部　計
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●兼務教員数 

      令和 4年 5月 1日現在 

仏教学部 人間学部 文学部 表現学部 心理社会学部 地域創生学部 社会共生学部 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

63 7 70 22 7 29 40 21 61 49 21 70 20 15 35 5 4 9 23 14 37 

 
●専任職員数 

令和 4年 5月 1日現在      
事務系 技術技能系 医療系 教務系 厚生補導系 その他 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

79 87 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 79 87 166 

 

●兼務職員数 

      令和 4年 5月 1日現在 

事務系 技術技能系 医療系 教務系 厚生補導系 その他 計 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 

56 122 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56 122 178 

 
 

（５）教育研究上の基本となる組織に関する情報 

学部  学科 
仏教学部 1 仏教学科 

社会共生学部 
2 公共政策学科 

3 社会福祉学科 

人間学部（※） 

4 社会福祉学科 

5 人間環境学科 

6 教育人間学科 

心理社会学部 
7 人間科学科 

8 臨床心理学科 

文学部 

9 人文学科 

10 日本文学科 

11 歴史学科 

表現学部 12 表現文化学科 

地域創生学部 13 地域創生学科 
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研究科  専攻 

仏教学研究科 14 仏教学専攻（前期・後期） 

人間学研究科 

15 社会福祉学専攻（前期） 

16 臨床心理学専攻（前期） 
17 人間科学専攻（前期） 

18 福祉・臨床心理学専攻（後期） 

文学研究科 

19 宗教学専攻（前期・後期） 

20 史学専攻（前期・後期） 

21 国文学専攻（前期・後期） 
※人間学部募集停止 

 

（６）教員組織、教員の保有学位及び業績に関する情報 

●教員組織 
役職 氏名 任期 任期期間 

学長 髙橋 秀裕 

4年 令和元年11月1日～令和5年10月31日 
副学長 

（教学、国際交流、DAC担当） 
神達 知純 

副学長 
（地域連携、渉外担当） 

首藤 正治 

学長補佐（教務、入試担当） 小林 伸二 

2年 
令和3年11月1日～令和5年10月31日 

学長補佐 
（第Ⅰ類科目、入試、情報基盤担当） 
 

星野 壮 

学長補佐（研究推進担当 
〔大学院改革含む〕） 

村上 興匡 

学長補佐 
（学生支援、男女共同参画担当） 

宮崎 牧子 

学長補佐（就職担当） 白土 健 
学長補佐（教務担当） 佐々木 大樹 令和4年3月1日～令和5年10月31日 

 

役職 氏名 任期 任期期間 

図書館長 稲井 達也 1.5年 令和3年11月1日～令和5年10月31日 

 

役職 氏名 任期期間 

理事長付特別補佐 
（高大接続担当） 

山内 洋 令和3年5月11日～ 
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役職 氏名 任期 任期期間 

仏教学部長 林田 康順 

4年 
令和元年11月1日～令和5年10月31日 

人間学部長 宮崎 牧子 
心理社会学部長 内田 英二 
文学部長 伊藤 淑子 
表現学部長 榎本 了壱 

地域創生学部長 白土 健 令和3年4月1日～令和5年10月31日 

社会共生学部長 高橋 正弘  令和2年4月1日～令和5年10月31日 

 

役職 氏名 任期 任期期間 

仏教学研究科長 堀内 規之 
4年 令和元年11月1日～令和5年10月31日 人間学研究科長 長谷川 智子 

文学研究科長 塚田 良道 
 
●教員の保有学位及び業績 
教員の保有学位及び業績については、学校教育法施行規則に基づき、本学ホームページ「知

のナビゲーター（教員紹介）」及び research mapにおいて公開しています。 

知のナビゲーター（教員紹介）：https://www.tais.ac.jp/chinavi/ 

Researchmap：https://researchmap.jp/ 

 

 
 
 
 
 
 
 

https://www.tais.ac.jp/chinavi/
https://researchmap.jp/
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（７）学生に関する情報 

●学部の入学定員・収容定員・在籍学生数 
令和 4 年 5 月 1 日現在 

学部 学科 入学  

定員 

3 年   

編入   
定員 

収容   

定員 

在学生数 
収容   

定員 
充足率    
※1 学年 1 年 2 年 3 年 4 年 合計 

仏教

学部 
仏教学科 100 33 458 105 105 123 125 458 1.00 

仏教学部 計 100 33 458 105 105 123 125 458 1.00 

人間

学部 

社会福祉学科 ※2 - -    80 0 0 2 82 84 1.05 

人間環境学科 ※2 - -    55 0 0 1 53 54 0.98 

教育人間学科 ※2 - - 63 0 0 2 61 63 1.00 

人間学部 計 0 0 198  0 0 5 196 201 1.02 

社会

共生

学部 

公共政策学科 130 - 390 103 104 122 0 329 0.84 

社会福祉学科 65 2 197 60 63 67 0 190 0.96 

社会共生学部 計 195 2 587 163 167 189 0 519 0.88 

心理

社会

学部 

人間科学科 120 2 485 144 128 123 122 517 1.07 

臨床心理学科 110 2 447 163 113 126 130 532 1.19 

心理社会学部 計 230 4 932 307 241 249 252 1049 1.13 

文学

部 

人文学科 65 2 265 88 66 70 67 291 1.10 

日本文学科 70 2 282 99 77 74 71 321 1.14 

歴史学科 160 2 645 199 152 168 155 674 1.04 

文学部 計 295 6 1192 386 295 312 293 1286 1.08 

表現

学部 
表現文化学科 205 - 823 270 211 208 195 884 1.07 

表現学部 計 205 0 823 270 211 208 195 884 1.07 

地域

創生

学部 
地域創生学科 100 - 400 92 90 96 103 381 0.95 

地域創生学部 計 100 - 400 92 90 96 103 381 0.95 

合 計 1125 45 4590 1323 1109 1182 1164 4778 1.04 

※1 「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
※2 人間学部社会福祉学科、人間環境学科、教育人間学科は、令和 2 年 4 月より学生募集を停止。 
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入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）については、本学ホームページ、出願ガイドにおいて公

開しています。 
https://www.tais.ac.jp/e-book/ 
https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy 
 
 

●大学院の入学定員・収容定員・学生数［博士前期課程］ 
令和 4 年 5 月 1 日現在  

課程 研究科 専攻 
入学 
定員 

収容 
定員 

在籍学生数 
収容 
定員 
充足率 学年 1 年 2 年 合計 

修士課程 
 

（博士前期

課程） 

仏教学研究科 仏教学専攻 30 60 21 21 42 0.70 

仏教学研究科 計 30 60 21 21 42 0.70 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 5 10 3 6 9 0.90 

臨床心理学専攻 18 36 16 18 34 0.94 

人間科学専攻 3 6 0 0 0 0.00 

人間学研究科 計 26 52 19 24 43 0.83 

文学研究科 

宗教学専攻 5 10 6 3 9 0.90 

史学専攻 10 20 12 6 18 0.90 

国文学専攻 3 6 2 2 4 0.67 
 文学研究科 計 18 36 20 11 31 0.79 

修士課程（博士前期課程） 計 74 148 60 56 116 0.77 

※「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
 
 
●大学院の入学定員・収容定員・学生数［博士後期課程］ 

令和 4年 5月 1日現在  

課程 研究科 専攻 
入学 

定員 

収容 

定員 
在籍学生数 

収容 

定員 

充足率 学年 1年 2年 3年 計 

博士後期

課程 

仏教学研究科 仏教学専攻 7 21 5 2 9 16 0.76 

仏教学研究科 計 7 21 5 2 9 16 0.76 

人間学研究科 
福祉・臨床心理学 

専攻 
3 9 1 0 3 4 0.44 

人間学研究科 計 3 9 1 0 3 4 0.44 

https://www.tais.ac.jp/e-book/
https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy
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文学研究科 

宗教学専攻 2 6 1 0 0 1 0.17 

史学専攻 2 6 2 1 1 4 0.67 

国文学専攻 2 6 0 0 0 0 0.00 

文学研究科 計 6 22 3 1 1 5 0.23 

博士後期課程 計 16 52 9 3 13 25 0.48 

※「収容定員充足率」は小数点以下第３位を四捨五入し、小数点第２位まで表示。 
 
●社会人学生数（学部） 

令和 4年 5月 1日現在   

学部 学科 在学生数 

学年 1年 2年 3年 4年 合計 

仏教学部 仏教学科 2 5 1 4 12 

仏教学部 計 2 5 1 4 12 

心理社 

会学部 

人間科学科 0 0 0 0 0 

臨床心理学科 0 0 1 0 1 

心理社会学部 計 0 0 1 0 1 

合 計 2 5 2 4 13 

※社会人学生とは、社会人入学者選抜試験又は仏教学科社会人特別入学者選抜試験を利用して入学した学生をいう。 

 
●社会人学生数（大学院 博士前期課程） 

令和 4年 5月 1日現在 

課程 研究科 専攻 在学生数 

学年 1年 2年 合計 

博士 

前期 

課程 

仏教学研究科 仏教学専攻 1 1 2 

仏教学研究科 計 1 1 2 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 0 3 3 

臨床心理学専攻 2 2 4 

人間科学専攻 0 0 0 

人間学研究科 計 2 5 7 

文学研究科 

宗教学専攻 1 0 1 

史学専攻 0 1 1 

国文学専攻 0 0 0 

比較文化専攻 0 0 0 

文学研究科 計 1 1 2 

博士前期課程 計 4 7 11 

 

※社会人学生とは、社会人入学試験、フェニックス社会人特別入学試験、スカラシップ入学試験、専門職
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特別入学試験を利用して入学した学生をいう。 
※博士後期課程は一般入試のみのため、該当なし。 
 
・社会人入学試験・・・・社会人としての活動や経験を有し、相応の実績を持つとともに、大学において学

ぶ意欲と問題意識および具体的な学習計画を持つ者を対象とした入試制度。 
 
・フェニックス社会人特別入学試験（文学研究科のみ）・・・学位取得を目指す、専門知識や社会経験の豊

富な人のための入試制度。 
 
・スカラシップ入学試験・・・教育関連、福祉・心理臨床、文化振興関連の専門職に在職したまま、大学院

においてそれらの能力を高め、かつ仕事の現場で活かしたいと考える者のための入試制度。 
 
・専門職特別入試（社会福祉学専攻のみ）・・・福祉・保健専門職経験が 10 年以上あり、自分の専門性を

さらに磨こうと大学院入学を希望する者に、広く門戸を開くための入試制度。 
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●教員一人当たり学生数（学部） 
令和 4 年 5 月 1 日現在 

 

※１ 人間学部社会福祉学科教員は、社会共生学部社会福祉学科に含む。 
※２ 人間学部人間環境学科教員は、社会共生学部公共政策学科に含む。 
 
 

仏教学部 仏教学科 386 72 458 9 6 6 0 21 21.8

386 72 458 9 6 6 0 21 21.8

社会福祉学科（※１） 37 47 84 0 0 0 0 0 -

人間環境学科（※２） 41 13 54 0 0 0 0 0 -

教育人間学科 46 17 63 3 0 0 0 3 21.0

124 77 201 3 0 0 0 3 21.0

公共政策学科（※２） 216 113 329 12 3 1 0 16 20.6

社会福祉学科（※１） 67 123 190 6 2 1 0 9 21.1

283 236 519 18 5 2 0 25 20.8

人間科学科 214 303 517 8 3 3 0 14 36.9

臨床心理学科 179 353 532 5 3 5 0 13 40.9 人 　

393 656 1049 13 6 8 0 27 38.9

人文学科 116 175 291 6 4 0 0 10 29.1

日本文学科 135 186 321 4 3 1 0 8 40.1

歴史学科 396 278 674 10 5 0 1 16 42.1

647 639 1286 20 12 1 1 34 37.8

表現学部 表現文化学科 241 643 884 8 3 6 1 18 49.1

241 643 884 8 3 6 1 18 49.1

地域創生学部 地域創生学科 258 123 381 7 4 5 1 17 22.4

258 123 381 7 4 5 1 17 22.4

4 2 5 0 11

2332 2446 4778 82 38 33 3 156 30.6合　計

心理社会学部　計

文学部

文学部　計

表現学部　計

地域創生学部　計

その他

心理社会学部

学部 学科

専任教員数

仏教学部　計

人間学部

人間学部　計

社会共生学部

社会共生学部　計

在学生数

計女男 合計助教

教員
一人

当たり
学生数

講師准教授教授
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●教員一人当たり学生数（大学院）［博士前期課程］ 
令和 4 年 5 月 1 日現在 

 

●教員一人当たり学生数（大学院）［博士後期課程］ 
令和 4 年 5 月 1 日現在 

 

仏教学研究科 仏教学専攻 33 9 42 9 3 3 15 2.8

33 9 42 9 3 3 15 2.8

社会福祉学専攻 3 6 9 7 2 9 1.0

臨床心理学専攻 7 27 34 4 3 4 11 3.1

人間科学専攻 0 0 0 7 2 9 0.0

10 33 43 18 7 4 29 1.5

宗教学専攻 6 3 9 3 1 1 5 1.8

史学専攻 7 11 18 10 3 13 1.4

国文学専攻 3 1 4 3 2 5 0.8

比較文化専攻 0 0 0 3 1 4 -

16 15 31 19 7 1 27 1.1

59 57 116 46 17 8 0 71 1.6

合計計女男 助教講師准教授教授

合　計

修士課程

専任教員数
教員
一人

当たり
学生数

仏教学研究科　計

人間学研究科

人間学研究科　計

文学研究科

文学研究科　計

在学生数

仏教学研究科 仏教学専攻 15 1 16 9 4 13 1.2

15 1 16 9 4 13 1.2

人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 2 2 4 11 11 0.4

2 2 4 11 11 0.4

宗教学専攻 0 1 1 4 4 0.3

史学専攻 3 1 4 10 10 0.4

国文学専攻 0 0 0 4 2 6 0.0

比較文化専攻 0 0 0 2 2 -

3 2 5 20 2 22 0.2

20 5 25 40 6 0 0 46 0.5

在学生数

計女男 合計助教講師准教授教授

仏教学研究科　計

人間学研究科　計

文学研究科

文学研究科　計

合　計

博士課程

専任教員数
教員
一人

当たり
学生数
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● 入学者数（学部） 
令和 4 年 4 月 1 日現在 

学部 学科 入学定員 志願者数 入学者数 
仏教学部 仏教学科 100 193 97 

仏教学部 計 100 193 97 

社会共生学部 
公共政策学科 130 563 103 

社会福祉学科 65 302 60 

社会共生学部 計 195 865 163 

心理社会学部 
人間科学科 120 854 143 

臨床心理学科 110 851 157 

心理社会学部 計 230 1705 300 

文学部 
人文学科 65 509 87 

日本文学科 70 555 98 

歴史学科 160 755 197 

文学部 計 295 1819 382 

表現学部 表現文化学科 205 989 269 

表現学部 計 205 989 269 

地域創生学部 地域創生学科 100 516 92 

地域創生学部 計 100 516 92 

合計 1125 6087 1303 

 
● 3 年次編入学者数（学部） 

令和 4 年 4 月 1 日現在 
学部 学科 3年次編入学定員 志願者数 3年次編入学者数 

仏教学部 仏教学科 33 30 23 

仏教学部 計 33 30 23 

社会共生学部 社会福祉学科 2 0 0 

社会共生学部 計 2 0 0 

心理社会学部 
臨床心理学科 2 9 6 

人間科学科 2 6 2 

心理社会学部 計 4 15 8 

文学部 

人文学科 2 17 9 

日本文学科 2 1 0 

歴史学科 2 8 7 

文学部 計 6 26 16 

合計 45 71 47 
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● 入学者数（大学院）［博士前期課程］ 
令和 4 年 4 月 1 日現在 

研究科 専攻 入学定員 志願者数 入学者数 
仏教学研究科 仏教学専攻 30 27 21 

仏教学研究科 計 30 27 21 

人間学研究科 社会福祉学専攻 5 5 3 

臨床心理学専攻 18 73 16 

人間科学専攻 3 4 0 

人間学研究科 計 26 82 19 

文学研究科 宗教学専攻 5 6 5 

史学専攻 10 12 12 

国文学専攻 3 2 2 

文学研究科 計 18 20 19 

修士課程（博士前期課程） 計 74 129 59 

 
 
● 入学者数（大学院）［博士後期課程］ 

令和 4 年 4 月 1 日現在 
研究科 専攻 入学定員 志願者数 入学者数 

仏教学研究科 仏教学専攻 7 6 5 
仏教学研究科 計 7 6 5 

人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 3 2 1 
人間学研究科 計 3 2 1 

文学研究科 宗教学専攻 2 1 1 
史学専攻 2 2 2 
国文学専攻 2 0 0 

文学研究科 計 6 3 3 
博士後期課程 計 16 11 9 

 
● 学位授与者数（学部） 

令和 5 年 3 月 31 日現在  

学部 学科 学位授与者数 
令和 4 年度卒業生に 
授与した学位の名称 

仏教学部 仏教学科 116 学士（仏教学） 

仏教学部 計 116  

人間学部 
社会福祉学科 81 学士（社会福祉学） 
人間環境学科 52 学士（人間環境学） 
臨床心理学科 - 学士（臨床心理学） 
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人間科学科 - 学士（人間科学） 
教育人間学科 59 学士（教育人間学） 

人間学部 計 192  

社会共生学部 
社会福祉学科 - 学士（社会福祉学） 
公共政策学科 - 学士（公共政策学） 

社会共生学部 計 0  

心理社会学部 
人間科学科 108 学士（人間科学） 
臨床心理学科 113 学士（臨床心理学） 

心理社会学部 計 221  

文学部 
日本文学科 63 学士（日本文学） 
人文学科 63 学士（人文学） 
歴史学科 144 学士（歴史学） 

文学部 計 270  

表現学部 表現文化学科 185 学士（表現文化） 

表現学部 計 185  

地域創生学部 地域創生学科 89 学士（経済学） 

地域創生学部 計 89  

合 計 1073  

 
●学位授与者数（大学院）［博士前期課程］ 

令和 5 年 3 月 31 日現在   

研究科 専攻 学位授与者数 
令和 4 年度修了生に 
授与した学位の名称 

仏教学研究科 仏教学専攻 21 修士（仏教学） 

仏教学研究科 計 21  

人間学研究科 
社会福祉学専攻 6 修士（社会福祉学） 
臨床心理学専攻 16 修士（臨床心理学） 
人間科学専攻 0 修士（人間科学） 

人間学研究科 計 22  

文学研究科 
宗教学専攻 3 修士（文学） 
史学専攻 6 修士（文学） 
国文学専攻 2 修士（文学） 

文学研究科 計 11  

修士課程（博士前期課程） 計 54  
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●学位授与者数（大学院）［博士後期課程］ 
令和 5 年 3 月 31 日現在   

研究科 専攻 課程 論文 令和 4 年度修了生に 
授与した学位の名称 

仏教学研究科 仏教学専攻 7 0 博士（仏教学） 

仏教学研究科 計 7 0  

人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 3 0 博士（人間学） 

人間学研究科 計 3 0  

文学研究科 

宗教学専攻 0 0 博士（文学） 

史学専攻 0 0 博士（文学） 

国文学専攻 0 0 博士（文学） 

文学研究科 計 0 0  

合 計 10 0  

 

 

●令和 4年度中途退学率 

（学部） 

学部名 
合計 

令和 4 年度在学生数 
（C) 

中途退学率 
（（A)+（B))÷（C) 

退学 
（A) 

除籍 
（B) 

仏教学部 16 5 427 4.9% 

人間学部 2 1 4 75.0% 

社会共生学部 16 0 708 2.3% 

心理社会学部 28 3 1081 2.9% 

文学部 32 4 1303 2.8% 

表現学部 9 1 915 1.1% 

地域創生学部 4 1 394 1.3% 

合 計 107 15 4832 2.5% 
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（大学院）［博士前期課程］ 

研究科名 

合計 
令和 4年度在学生数 

（C) 

中途退学率 

（（A)+（B))÷（C) 
退学 

（A) 

除籍 

（B) 

仏教学研究科 2 0 45 4.5% 

人間学研究科 1 0 41 2.4% 

文学研究科 1 0 38 2.6% 

合 計 4 0 124 3.2% 

 
 
（大学院）［博士後期課程］ 

研究科名 

合計 
令和 4年度在学生数 

（C) 

中途退学率 

（（A)+（B))÷（C) 
退学 

（A) 

除籍 

（B) 

仏教学研究科 0 0 16 0.0% 

人間学研究科 0 0 1 0.0% 

文学研究科 0 0 8 0.0% 

合 計 0 0 25 0.0% 
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●就職・進学の状況 
（学部）                           令和 5 年 5 月 1 日現在 

 
（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 
（※2）大学院進学率は卒業生数に占める大学院研究科進学者数の割合で算出 

男 91 20 55 52 94.5% 22.0%
女 25 2 21 20 95.2% 8.0%
男 91 20 55 52 94.5% 22.0%
女 25 2 21 20 95.2% 8.0%
計 116 22 76 72 94.7% 19.0%
男 35 0 33 33 100.0% 0.0%
女 46 1 42 41 97.6% 2.2%
男 39 0 35 34 97.1% 0.0%
女 13 0 13 13 100.0% 0.0%
男 43 0 41 41 100.0% 0.0%
女 16 2 14 13 92.9% 0.0%
男 117 0 109 108 99.1% 0.0%
女 75 3 69 67 97.1% 1.3%
計 192 3 178 175 98.3% 0.5%
男 38 0 35 32 91.4% 0.0%
女 70 0 63 61 96.8% 0.0%
男 38 3 23 15 65.2% 5.3%
女 75 6 53 49 92.5% 8.0%
男 76 3 58 47 81.0% 2.6%
女 145 6 116 110 94.8% 4.1%
計 221 9 174 157 90.2% 3.6%
男 73 2 66 64 97.0% 2.7%
女 71 2 66 63 95.5% 2.8%
男 20 2 17 16 94.1% 10.0%
女 43 1 34 33 97.1% 2.3%
男 23 1 21 21 100.0% 4.3%
女 40 2 36 35 97.2% 5.0%
男 116 5 104 101 97.1% 4.3%
女 154 5 136 131 96.3% 3.2%
計 270 10 240 232 96.7% 3.7%
男 49 1 45 44 97.8% 2.0%
女 136 2 123 121 98.4% 1.5%
男 49 1 45 44 97.8% 2.0%
女 136 2 123 121 98.4% 1.5%
計 185 3 168 165 98.2% 1.6%
男 60 0 59 56 94.9% 0.0%
女 29 0 26 26 100.0% 0.0%
男 60 0 59 56 94.9% 0.0%
女 29 0 26 26 100.0% 0.0%
計 89 0 85 82 96.5% 0.0%
男 509 29 430 408 94.9% 5.5%
女 564 18 491 475 96.7% 2.8%
計 1073 47 921 883 95.9% 4.1%

心理社会学部　計

地域創生学部　計

合　計

文学部　計

表現学部 表現文化学科

表現学部　計

地域創生学部 地域創生学科

文学部

歴史学科

人文学科

日本文学科

仏教学部　計

人間学部

社会福祉学科

人間環境学科

教育人間学科

人間学部　計

心理社会学部
人間科学科

臨床心理学科

仏教学部 仏教学科

就職率
（※1）

大学院
進学率
（※2）

学部・学科 卒業者数 進学者数
就職希
望者数

就職者数
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（大学院）［博士前期課程］  
                             令和 5 年 5 月 1 日現在 

 

 
（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 
（※2）大学院進学率は卒業生数に占める大学院研究科進学者数の割合で算出 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

男 13 4 4 4 100.0% 30.8%
女 6 0 5 5 100.0% 0.0%
男 13 4 4 4 100.0% 30.8%
女 6 0 5 5 100.0% 0.0%
計 19 4 9 9 100.0% 21.1%
男 1 0 1 1 100.0% 0.0%
女 4 0 1 1 100.0% 0.0%
男 6 0 6 5 83.3% 0.0%
女 10 0 8 7 87.5% 0.0%
男 0 0 0 0 0.0% 0.0%
女 0 0 0 0 0.0% 0.0%
男 7 0 7 6 85.7% 0.0%
女 14 0 9 8 88.9% 0.0%
計 21 0 16 14 87.5% 0.0%
男 1 0 1 1 100.0% 0.0%
女 0 0 0 0 0.0% 0.0%
男 3 1 1 1 100.0% 33.3%
女 1 0 1 1 100.0% 0.0%
男 0 0 0 0 0.0% 0.0%
女 1 0 1 1 100.0% 0.0%
男 4 1 2 2 100.0% 25.0%
女 2 0 2 2 100.0% 0.0%
計 6 1 4 4 100.0% 16.7%
男 24 5 13 12 92.3% 20.8%
女 22 0 16 15 93.8% 0.0%
計 46 5 29 27 93.1% 10.9%

課程 研究科・専攻 修了者数 進学者数
就職希
望者数

就職率
（※1）

大学院
進学率
（※2）

文学研究科　計

仏教学研究科 仏教学専攻

仏教学研究科　計

人間学研究科

社会福祉学専攻

就職者数

文学研究科

修士課程（博士前期課程）　計

臨床心理学専攻

人間科学専攻

人間学研究科　計

国文学専攻

史学専攻

宗教学専攻

修士課程
（博士前期課程）
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（大学院）［博士後期課程］                   令和 5 年 5 月 1 日現在 

 
（※1）就職率は就職希望者に占める就職者の割合で算出 
 

主な就職先については、本学ホームページ・就職支援ガイドに掲載しています。 

https://www.tais.ac.jp/job_carrer/result/ 

 

（８）教育課程に関する情報 

 教育課程については、履修要項等に掲載し、本学ホームページにおいても公開しています。 

https://www.tais.ac.jp/guide/info/degree/ 

【大学院】 

 各専攻の教育課程については、履修要項に授業を掲載しています。平成 17年度より、「大学院研究科共通

科目」を開設しています。8 単位を上限として修了単位認定をすることができます。開設の趣旨は、本学大

学院で開講している科目で、自分の専攻の専門科目に加えてそれぞれの関心のある分野の科目を履修するこ

男 5 2 2 100.0%
女 1 0 0 0.0%
男 5 2 2 100.0%
女 1 0 0 0.0%
計 6 2 2 100.0%
男 2 1 1 100.0%
女 1 1 1 100.0%
男 2 1 1 100.0%
女 1 1 1 100.0%
計 3 2 2 100.0%
男 0 0 0 0.0%
女 0 0 0 0.0%
男 1 1 1 100.0%
女 0 0 0 0.0%
男 0 0 0 0.0%
女 0 0 0 0.0%
男 1 1 1 100.0%
女 0 0 0 0.0%
計 1 1 1 100.0%
男 8 4 4 100.0%
女 2 1 1 100.0%
計 10 5 5 100.0%

課程 研究科・専攻 修了者数
就職希
望者数

就職者数
就職率
（※1）

文学研究科　計

博士後期課程　計

福祉・臨床心理学専攻

人間学研究科　計

文学研究科

国文学専攻

史学専攻

宗教学専攻

博士後期課程

仏教学研究科 仏教学専攻

仏教学研究科　計

人間学研究科

https://www.tais.ac.jp/job_carrer/result/
https://www.tais.ac.jp/guide/info/degree/
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とにより、あるいは自専攻の近隣領域を学ぶことにより、修了時により幅広い視野と知識を身に付けること

を目的としています。 

本学の教育課程編成・実施の方針（カリキュラムポリシー）は、ホームページ等において公開しています。 

https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy/ 

 

（９）学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっての基準に関する情報 

●卒業認定・学位授与に関する方針（ディプロマポリシー） 
知識・技能 
①社会においてよりよく生きるための力となる幅広い教養と学びの技法を身につけている。(自灯明) 
②自らの専門分野の学習内容と研究方法の核心を理解し、現実社会の中で活用できる。(自灯明) 
思考・判断・表現 
③自ら問いを立て、多面的かつ重層的に思考することによって、その問いを探究し続けることができる。(中道) 
④己の立場にとらわれず、意見や価値観の異なる人々の考えを傾聴した上で、自らのそれを再構築し、論理

的・創造的に表現することができる。(中道) 
関心・意欲・態度 
⑤より良い社会の形成と発展に寄与していくために、利他の精神をもって主体的かつ実践的に学習成果を活

かそうとする姿勢を身につけている。(慈悲) 
⑥他者に対して親愛の情を抱き、互いを尊重しながら、ともに目標を達成しようとする協働性を身につけて

いる。(共生) 
各学科、各大学院専攻のディプロマポリシーについても、本学ホームページにおいて公表しています。 
https://www.tais.ac.jp/faculty/tais_policy/ 
 
●成績評価 
 成績評価は当該教科の担当教員が行い、試験・レポート・授業への取り組み等を総合的に勘案して評価さ

れます。より適正な成績評価をするため、下記の通り評価を行っています。 

 
 
●主要科目の特徴 

本学は、前期共通教育科目を第Ⅰ類科目、専門科目を第Ⅱ類科目、地域・社会連携、キャリア科目及び資

格科目を第Ⅲ類科目としています。令和 3 年度に学則を改正し、第Ⅲ類科目に、アントレプレナーシップ養

成科目を設置しました。第Ⅰ類科目は、人間の探究、社会の探究、自然の探究、データサイエンス、総合英

語、リーダーシップを必修科目にしています。 
 

https://www.tais.ac.jp/faculty/3_policy/tais_policy/
https://www.tais.ac.jp/faculty/tais_policy/
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●卒業の認定に当たっての基準 
学部 

学部名 学科名 修業年限 取得可能な学位 
仏教学部 仏教学科 

４ 

学士（仏教学） 

人間学部 
社会福祉学科 学士（社会福祉学） 
人間環境学科 学士（人間環境学） 
教育人間学科 学士（教育人間学） 

社会共生学部 
公共政策学科 学士（公共政策学） 
社会福祉学科 学士（社会福祉学） 

心理社会学部 
人間科学科 学士（人間科学） 

臨床心理学科 学士（臨床心理学） 

文学部 
人文学科 学士（人文学） 
日本文学科 学士（日本文学） 

歴史学科 学士（歴史学） 
表現学部 表現文化学科 学士（表現文化） 

地域創生学部 地域創生学科 学士（経済学） 

 ※卒業要件： 124 単位（社会共生学部社会福祉学科は 136 単位）取得 
 
大学院博士前期課程 

研究科名 専攻名 修業年限 必要修得単位数 取得可能な学位 
仏教学研究科 仏教学専攻 

2 30 

修士（仏教学） 

人間学研究科 
社会福祉学専攻 修士（社会福祉学） 
臨床心理学専攻 修士（臨床心理学） 
人間科学専攻 修士（人間科学） 

文学研究科 

宗教学専攻 修士（文学） 
史学専攻 修士（文学） 
国文学専攻 修士（文学） 
比較文化専攻 修士（文学） 

大学院博士後期課程 
研究科名 専攻名 修業年限 必要修得単位数 取得可能な学位 

仏教学研究科 仏教学専攻 

3 12 

博士（仏教学） 
人間学研究科 福祉・臨床心理学専攻 博士（人間学） 

文学研究科 

宗教学専攻 博士（文学） 
史学専攻 博士（文学） 
国文学専攻 博士（文学） 
比較文化専攻 博士（文学） 
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（１０）学習環境に関する情報 

●所在地 巣鴨キャンパス 東京都豊島区西巣鴨 3−20−1 
埼玉校舎    埼玉県北葛飾郡松伏町大字築比地 

●面積（令和 4 年 5 月 1 日現在） 
土地面積 73,943 ㎡   
建物面積 56,994 ㎡ 耐震化率 96.0% 
※耐震化完了予定年度・・・令和８年度末までに 100%とする  
●蔵書数等（令和 4 年 5 月 1 日現在） 
図書の

名称 
図書冊数 閲覧数 

冊数 660,646 516 
●キャンパスマップ（巣鴨キャンパス） 
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（１１）学生納付金に関する情報（令和４年度入学者） 

学部 

単位：円  

学部 

納入金 

社会共生学部 

地域創生学部 

表現学部 

心理社会学部 

文学部 

仏教学部 

入学金 

（初年次のみ） 
200,000 

授業料 

（分割納入可） 
1,000,000 850,000 

施設設備費 

（分割納入可） 
250,000 

父母会費 5,000 

同窓会費 7,500 

教育充実費 - 100,000 

合計 1,462,500 1,412,500 

 

編入学 

単位：円 

学部 

納入金 

社会共生学部（社会福祉学科） 

心理社会学部 

文学部 

仏教学部 

入学金（初年次のみ） 

 
200,000 

授業料（分割納入可） 1,000,000 850,000 

施設設備費（分割納入可） 250,000 

父母会費 5,000 

同窓会費 15,000 

合計 1,470,000 1,320,000 
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大学院（博士前期課程）                          単位：円 

   入学金 授業料 施設設備費 
演習 

実習費 
合計 

仏教学研究科 仏教学専攻 200,000 400,000 150,000 - 750,000 

人間学研究科 

社会福祉学専攻 

200,000 
700,000 

150,000 

30,000 1,080,000 

臨床心理学専攻 35,000 1,085,000 

人間科学専攻 400,000 - 750,000 

文学研究科 

宗教学専攻 

200,000 400,000 150,000 - 750,000 史学専攻 

国文学専攻 

上記金額の他に父母会費（年額 5,000 円）、鴨台会（同窓会）費（年額 15,000 円（2 年次まで））があります。 

 
大学院（博士後期課程）                          単位：円 

    入学金 授業料 施設設備費 合計 

仏教学研究科 仏教学専攻 200,000 400,000  150,000 750,000 

人間学研究科 
福祉・臨床心理学

専攻 
200,000 400,000 150,000 750,000 

文学研究科 

宗教学専攻 

200,000 400,000 150,000 750,000 史学専攻 

国文学専攻 

【改定後】（2022（令和 4）年度より） 

博士課程後期授業料 690,000 円 ⇒ 400,000 円 
※在学生も適用されます 

 

（１２）学生支援と奨学金に関する情報 

学生支援 

概要 支援組織 

生活支援 学生支援部学生課 

健康管理 保健室 

修学支援 教務部 

就職支援 就職・卒業生支援部就職課 
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奨学金 

学部 

学業 

（学力重視型） 

1 年生（新入生） 新入生奨学金  

2～4 年生 人材育成奨学金  

1～4 年生 藤井かよ奨学生  

経済 
（家計状況重視型） 

1～4 年生 大正大学授業料特別減免制度  

留学生 
私費外国人留学生授業料減免制度 

 

1～4 年生  

課外 

（目的別） 

1 年生（新入生） 地域人材育成奨学金  

1～4 年生 大正大学ガモール奨学制度 実務体験奨学金  

1～4 年生 チャレンジ支援奨学金  

4 年生 古本募金奨学金  

大学院 

学業 
（学力重視型） 

1 年生（新入生） 新入生奨学金  

2 年生 人材育成奨学金  

経済 
（家計状況重視型） 

1～2 年生 大正大学授業料特別減免制度  

留学生 私費外国人留学生授業料減免制度 
 

 

 

（１３）管理・運営の概要 

●ガバナンス体制 
本学は、「学校法人大正大学寄附行為」に基づき、学校法人を運営しています。寄附行為については、本

学ホームページにも掲載し、情報公開を学校教育法施行規則に基づいて推進しています。教学を担当する

学長、副学長も理事として理事会・常務理事会の構成員です。経営と教学の意思疎通と連携・協力体制を

適切に行っています。 
 

●理事会・評議員会の開催状況 
・令和４年５月 27 日 ・令和４年 10 月 31 日 ・令和５年 3 月 30 日 
 
●監査体制 

公認会計士による会計監査、監事による業務監査、そして、重点施策業務についての内部監査の三様監

査を実施しています。公認会計士の監査は、毎年度、期中(10 月)・期末(3 月)・決算期(4 月・5 月)の 4 回に

分けて実施しています。監事による監査は、決算期（5 月）に実施し、公認会計士と会計監査の状況につい

て意見交換を実施しています。また、適切な会計処理を行うために、公認会計士と監事の情報交換会を決

算期以外に 1 回設けています。 
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加えて、内部監査室による内部監査を実施しています。令和 3 年度は、職員の中から監査担当者を任命

し、（１）業務及び会計に関する監査（２）公的研究費に係る監査を実施しました。 

●常務理事会 
寄附行為第 19 条により業務決定の委任を受けた事項を審議するための組織として、常務理事会を設置

し、毎月、評議員会に付議しなければならない事項以外の事項等を審議しています。構成員は、理事長、常

務理事、専務理事、学長、副学長、事務局長であり、理事長が招集を行います。令和 4 年度においては、

26 回開催しました。 
●自己点検・評価 

「TSR マネジメントによる自己点検・評価規程」に基づき、自己点検・評価統括委員会の方針・計画の

もと、大学自己点検・評価委員会が、全学的視点から総合的かつ体系的な自己点検・評価を実施していま

す。令和 4 年度は、TSR マネジメントに基づく学部学科、研究科専攻の自己点検・評価の総括・検証、外

部評価委員会への諮問、新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業（知識集約型社会を支え

る人材育成事業）の点検・評価を実施しました。 
●外部評価 
 自己点検・評価結果の妥当性と客観性を高めるため、外部評価を実施する機関として外部評価委員会を

設置しています。外部評価委員会は、外部の有識者５名によって構成され、自己点検・評価報告書に基づ

いて、第三者の立場から評価し、本学の教育・研究水準の向上及び組織の活性化に資する提言を行います。 
 令和 4 年度は、11 月 14 日、3 月 6 日に外部評価委員会を開催し、教育活動・大学運営に関する自己点

検・評価結果、知識集約型社会を支える人材育成事業（新時代の地域のあり方を構想する人材育成事業）

の進捗状況についての評価を受けました。 
●認証評価 

令和 2 年度に公益財団法人大学基準協会による大学評価(認証評価)を受審しました。平成 18 年度、平成

25 年度の認証評価に続いて三度目の受審となり、評価結果は「大学基準に適合している」との評価でした。

認定の期間は、2021（令和 3）年４月１日から 2028（令和 10）年３月 31 日までとなります。 
長所として、「大学の運営理念である TSR に掲げた『特色ある地域連携・社会貢献』に向け、教職員と

学生が一体となって推進している点は評価できる。」との評価を受けました。改善課題として、「仏教学研

究科仏教学専攻、文学研究科宗教学専攻、同史学専攻及び同国文学専攻において、学位授与方針に示した

学習成果とその測定指標が連関しているとはいいがたいため、適切に学習成果を測定するよう、改善が求

められる。」との指摘がありました。令和 3 年度において、「大正大学学位論文審査内規」の改正、指標の

設定と学習成果の検証等、令和 4 年度において各専攻による報告・確認を行いました。 
●総合政策会議 

理事会が策定した持続可能な競争優位を担保するための戦略的経営及び教学運営の方針並びに当該方針

に基づく具体的施策の決定機関として、総合政策会議を設定しています。専務理事、学長、副学長、事務局

長及び副事務局長をもって構成しています。専務理事が議長となり、原則として毎週火曜日に開催され、

学内の重要事項を審議・決定しています。 

●教学運営協議会、代議員会、大学院委員会 
 学部・大学院における教育・研究の基本的な運営方針を審議し、教学運営の円滑な推進を図るために教

学運営協議会を設置し、学長、副学長、学部長、研究科長、図書館長、事務局長、副事務局長、学長補佐、

内部監査室長、教務部長、総合学修支援部長及び学生支援部長をもって構成員となり、教学に関する事項
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を審議・情報共有しています。 
 また、学長、副学長、学部長及び教授会連合会を代表する代議員から構成される代議員会、学長、副学

長、研究科長及び研究科委員会を代表する委員から構成される大学院委員会を原則月 1 回開催し、学部・

研究科の教育・研究・学生支援に関する事項を審議・決定しています。 
●局議会 
 事務局長、事務部長を構成員として、総合政策会議からの諮問事項や提案に関する事項、事務執行、事

務改善に関する事項を毎週審議しています。 
●研究所の運営 

各研究所の取り組みについては、事業報告書及び紀要を発行しています。また、研究所運営委員会にお

いて、理事長が委員長となり、事業計画を策定・承認しています。 
●教学マネジメント 
 学部学科・研究科専攻においては、「TSR マネジメントシート」を用いた自己点検・評価活動を行ってい

ます。学科長、大学院専攻長の作成した TSR マネジメントシートを元に、学部長、研究科長が学部・研究

科のシートを作成し、「TSR マネジメント報告会」で全専任教員に自己点検・評価結果の報告を行います。 
 令和 4 年度においては、8 月 31 日に TSR マネジメント報告会を実施しました。そして、学部、研究科

の自己点検・評価を元に、大学・大学院の全学的な課題や各学部・研究科の特徴等を学長・副学長が教授会

連合会において総括しました。また、各学科は学生の学習成果を測定した結果を根拠に、カリキュラムを

評価し、次年度に向けてカリキュラムの改善点を報告し、定期的なＰＤＣＡサイクルを推進しています。 
●ＩＲ 
 令和 2 年度より、教学ＩＲ推進部会を設置し、本学の教育・研究及び学生支援に関連する計画の策定及

び改善のための意思決定に資する情報の収集・分析等を審議・決定しています。学生調査等の結果・分析

については、学内ＩＲ報告会（データサミット）を実施し、全教職員に周知・連絡しています。 
●情報公開 
 情報公開については、大学等が公的な教育機関として、社会に対する説明責任を果たすことを目的とし

て、学校教育法施行規則に基づき、本学ホームページ基本情報において教育情報の公開を行っています。

（https://www.tais.ac.jp/guide/info/） 
また、平成 28 年 3 月 31 日付で通知された「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」に基づく 3 つ

の方針の公開についても、文部科学省のガイドラインに基づき、見直しを行い、改訂された方針をホーム

ページ、大学案内、出願ガイド等において公開しています。 
 

（１４）国際交流の概要 

● 海外派遣学生数 

国名 大学名 期間 人数 

アメリカ合衆国 ハワイ大学 令和 4年 8月～令和 5年 5月 1名 

ドイツ連邦共和国 ミュンヘン大学 
令和 4年 4月～令和 5年 2月 

令和 4年 9月～令和 5年 7月 
2名 

大韓民国 東國大学校 令和 4年 9月～令和 5年 6月 4名 

 

https://www.tais.ac.jp/guide/info/
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● 語学研修 

令和４年度は、海外語学研修を次のとおり実施しました。 

１）ミュンヘン大学 オンライン文化・語学研修【ハイブリッド型開催】 

研修期間 ：令和 5 年 2 月 20 日（月）～3 月 10 日（金） 14 日間  

参加学生 ：6 名 

２）東西大学校 オンライン文化・語学研修【現地開催】 

研修期間 ：令和 5 年 2 月 13 日（月）～2 月 25 日（土） 9 日間  

参加学生 ：9 名 

 

● 留学生数（学部） 

令和 4年 5月 1日現在  

学部 学科 
学生数 

男 女 計 

仏教学部 仏教学科 2 0 2 

人間学部 社会福祉学科 0 2 2 

社会共生学部 社会福祉学科 1 1 2 

心理社会学部 
人間科学科 0 1 1 

臨床心理学科 0 2 2 

文学部 
日本文学科 1 0 1 

歴史学科 0 1 1 

表現学部 表現文化学科 0 3 3 

合 計 4 10 14 

 

● 留学生数（大学院）［博士前期課程］ 

令和 4年 5月 1日現在  

研究科 専攻 

学生数 

男 女 計 

人間学研究科 社会福祉学専攻 1 2 3 

文学研究科 
宗教学専攻 0 1 1 

史学専攻 1 0 1 

合 計 2 3 5 
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● 留学生数（大学院）［博士後期課程］ 

令和 4年 5月 1日現在  

研究科 専攻 
合計 

男 女 計 

該当なし 0 0 0 

 

● 海外協定大学 

令和 5年 3月 31日現在   

国 大学名 種別 

アメリカ 
ハワイ大学 学術・学生 

ｳｴｽﾀﾝﾐｼｶﾞﾝ大学 学術・学生 

ドイツ ﾐｭﾝﾍﾝ大学 文化学部 学術・学生 

中国 
河南大学 学術・学生 

上海大学 学術・学生 

台湾 南華大学 学術・学生 

韓国 

東國大学校 学術・学生・学生（長期） 

東西大学校 外国語系列 学術・学生 

金剛大学校 学術・学生 

タイ 

タマサート大学 学術・学生 

ﾏﾊｰﾁｭﾗﾛｰﾝｺｰﾝ 

ﾗｰｼﾞｬｳｨﾀﾔﾗｲ大学 
学術 

 

● 外国語能力の向上 

国際化への対応の取組みについては、総合英語Ⅰ～Ⅲ（３単位）を必修化しており、入学時に実施する

基礎学力調査の結果をもとに習熟度別のクラス編成を行っています。上級クラスにはネイティブの教員を

配置し、英語のみによる授業を行っています。1年次終了時点には TOEIC 試験を実施し、学修成果の測定と

2年次の習熟度別クラス編成に活用しています。 

 

 なお、海外留学等への支援については下記のとおりです。 

  協定留学 認定留学 海外語学研修 

期間 半年あるいは 1年 半年あるいは 1年 1カ月程度 

目的 交換留学 留学 大学主催の海外語学研修 

形態 

姉妹校（協定校）との協定に

より、相互に学費を免除して 

相手校で学ぶ交換留学制度 

協定校以外かつ大学より

認められた留学先で、 

大学主催の語学力向上を主

な目的とした海外研修。 
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（一部例外あり）。  学費免除なしに相手校で

学ぶ留学制度 

単位 単位認定 単位認定 単位認定 

資格 

留学先における言語の外国語

資格検定試験 

ドイツ語技能検定試験 3級 

中国語検定試験 3級 

HSK3級 

ハングル能力検定試験 3級 

韓国語能力試験 3級 

TOEFL試験 iBT68 以上にて 

検定合格証明が必要。 

留学先大学の入学許可書

又は、受け入れ承諾書に

加え、留学先の履修課程

及び授業科目の詳細。 

学部生が対象 

その他 

協定校での授業料の一部また

は全額の免除、および寮費の

減免など（ただし上記留学形

態条項にかかわらず各協定校

の条件による）。 

正規の高等教育機関で学

位授与権を有する大学を

留学先とし、留学先の授

業料に減免はない。 

春・夏休講期間中に協定

校、交流校で開講される 

集中講座。 

奨学金・奨励金 

海外特別留学奨学金 

協定留学先により 

藤井かよ奨学金あり。 

海外特別留学奨励金 

海外語学研修奨励金 

海外語学研修先により 

藤井かよ奨学金あり。 

留学先 

アメリカ（ウェスタンミシガン

大学・ハワイ大学マノア校） 

ドイツ（ミュンヘン大学） 

タイ（タマサート大学） 

中国（河南大学・上海大学） 

韓国（東國大学校・東西大学

校・金剛大学校） 

台湾（南華大学） 

学生本人による選定 

・ハワイ大学 

・ミュンヘン大学 

・東西大学校 

 

（１５）社会貢献・連携活動の概要 

●社会貢献 

地域連携 

・鴨台盆踊り 

・すがも鴨台観音堂等の施設開放 

・すがも鴨台花まつりへの協力 

生涯学習 

・豊島区との連携による学習事業（としまコミュニティ大学への講師派遣等） 
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●すがもオールキャンパス構想 

本学は、巣鴨駅から大正大学まで続く約 2km の巣鴨 3 商店街の街なかを「第二のキャンパス」ととらえ、

学生が地域・企業と連携しながら実践的な学びを深める場となることを目指す「すがもオールキャンパス

構想」を推進しています。 
実践的なフィールドの学修の場であるアンテナショップ「ガモールマルシェ」や、プログラミングなど

のハードスキル、コミュニケーション力などのソフトスキルを養うサテライト教室「すがも街なか教室」

をはじめ、第Ⅲ類におけるアントレプレナーシップ養成プログラムの中核を担う多彩な施設を展開してい

ます。 学生たちは各施設を拠点に、生きた街が抱える課題を自らリサーチし、産学・地学連携のもと専門

家の知見や技術を組み合わせ、課題解決のために複雑なプロセスを実体験から学ぶことで次世代のリーダ

ー（＝地域戦略人材地域クリエイター）としての力を養います。 
●連携大学・学校法人 令和 5年 3月 31日現在 

佛教大学、静岡産業大学、新潟産業大学、島根大学、和歌山大学、東北公益文科大学、吉備国際大学・九州

保健福祉大学、徳島文理大学・徳島文理大学短期大学部、東日本国際大学・いわき短期大学、種智院大学、 

淑徳大学 

●連携団体（産官学連携先） 令和 5年 3月 31日現在 

IUCN日本リエゾンオフィス、日本青年会議所、日本政策金融公庫、環境省自然環境局、第一勧業信用組合、 

全国商工会連合会、KNT-CT ホールディングス（近畿日本ツーリスト）、ソフトバンク株式会社、公益財団法

人日本離島センター、よい仕事おこしフェア実行委員会 
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２．事業の概要 

（１）事業報告の概要 
本学は、2026 年の創立 100 周年を見据えて 2018（平成 30）年５月 31 日に第３次中期マスタープラン

（以下「本プラン」という。）を策定し、これに基づいて、様々な事業に取り組んでいる。本プランは、社

会情勢の変化に伴い、2020（令和２）年６月 18 日及び９月 18 日、2021（令和 3）年 10 月に改定増補を

行った。９か年計画の５年目を迎える 2022（令和４）年度は、改定増補後の本プランをふまえた計画を策

定し、教育改革・学修支援・組織改革・入試広報等に取り組んだ。知識集約型社会を支える人材育成事業

「新時代の地域のあり方を構想する地域戦略人材育成事業」についても、文部科学省選定後の３年目の事

業となり、本事業を中心に教育活動を展開し、本学の魅力化構想につながる取組みとなっている。次のス

テップとして、DX におけるトランスフォーメーションの推進、事務機構改革とそれに基づく教職員の働き

方改革を推進していく。 

（２）主な事業の目的・計画及びその進捗状況 
Ｓ・・・事業計画に照らして、取組みの推進が極めて良好な状態にあり、第３次中期マスタープランの理

念・目的を実現する取組みが卓越した水準にある。 

Ａ・・・事業計画に照らして、取組みの推進が良好な状態にあり、第３次中期マスタープランの理念・目的

を実現する取組みが概ね適切である。 

Ｂ・・・事業計画に照らして、取組みが進捗しており、第３次中期マスタープランの理念・目的の実現に向

けてさらなる推進が求められる。 

Ｃ・・・事業計画に照らして、取組みが延期または中止となり、翌年度に向けて推進が求められる。 

 

１－１．魅力化プロジェクトの推進 

本プランに基づき、以下のプロジェクトを推進する。 

計画 報告 
評

価 

① DX プロジェクト（デジタルトランスフォーメー

ションによる事務運営システム刷新） 

新たなソフトウェアを開発し、レガシー化した基幹

システムをはじめ、大学運営に必要なシステムを 2 

年計画で刷新する。 

 

計画していた業務系のシステムはすべて

2023（令和５）年 4月に更改および導入す

ることができた。システム及び更改時期は

次の通りである。 

No システム 稼働時期 

(a) 学務システム 2023.3 

(b) LMS 2023.3 

(c) 同窓会システム 2023.3 

(d) 経理システム 2023.7 

(e) 人事給与システム 2023.4 

(f) 勤怠管理システム 2023.4 

(g) ﾀﾚﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 2023.4 

S 
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(h) ワークフロー 2023.4 

(i) 証明書発行システム 2023.4 

(j) 通勤費システム 2023.7 

 

また、受験生向けスマートフォンアプリ

「SHODAI NOW」やチャットボット（受験生

向け、在学生向け、教職員向け）の導入に

よりユーザーの利便性（UX）を向上するこ

とができた。次年度には卒業生アプリ、在

学生アプリの導入も予定し、スマートユニ

バーシティの入口として活用することを目

的として準備している。 

②働き方改革プロジェクト（本学の魅力化を実現す

るための働き方改革） 「本学の魅力化の実現＝働

き方改革」ととらえ、他大学や他企業の先進事例も

参考にしながら、“本学らしい”働き方を目指して

改革に取り組む。 

具体的には「スマートユニバーシティを創造する職

員の意識の醸成」「多様で柔軟な人事改革制度」「多

様な採用・登用制度」「生涯学び続けるための研修

制度」「職員評価制度の見直しと処遇」「超スマー

ト社会に向けた業務改革」「未来型事務組織構築に

向けた改革」「第三の職種の確立と活用」「教員組

織の改革」等を重点項目とし、教職員が輝く職場づ

くりの実現を目指す。 

総合政策部で必要なプランを検討し、次

の通り実行した。また、DXの一環として行

った新たな事務システムは、ユーザーの利

便性の向上に寄与している。次年度に向け

て、DXに関する職員アンケートの結果も参

考にしながら、採用・人材育成・制度設計

のサイクルが回るよう検討を続ける。 

 

・DX 推進の一環として新たな事務システム

をおおむね計画どおり進行した。 

・PROSERVE(人事給与システム)・・・機能を

拡張し、身上申請を Web 上で行うことが

できるようになり、ユーザーの利便性が

向上した。 

・勤次郎 UK（勤怠管理システム）・・・多様

な働き方に合わせたシステムへ改善し

た。特に非常勤講師約 300 人分の打刻を、

カードベースから直接 Web 打刻をする方

法へ変更することで、カード作成・ケース

などの費用を削減できた。 

・カオナビ（人材管理システム）・・・導入

により住所録や緊急連絡先等の名簿の廃止

に寄与した。 

・復職支援プログラムは、就業規則及び

採用計画等とあわせてトータルで引き続き

検討する方向へ計画変更した。 

A 
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③ すがもプロジェクト（すがもオールキャンパス

構想の推進） 

 すがもオールキャンパス構想は、巣鴨地域全体を

キャンパスと位置付け学びの場とする構想である。 

 特に、文部科学省に採択された「知識集約型社会

を支える人材育成事業」のうち、全学共通教育科目

（３・４年生)のテーマが「アントレプレナーシッ

プ」の養成である。 

すがもオールキャンパス構想の下、巣鴨

の街中が学生たちの「学びの場」となり、

様々な地域の方々が交流する「集いの場」

ともなることを目指し、環境を整備し、ア

ントレプレナーシップのプロジェクトを展

開した。令和４年度は、５教室（プロダク

トスタジオⅠ～Ⅴ）の整備がすべて完了し

た。第 3クォーターからは地域創生学部の

地域実習や表現学部の PBLの教室として活

用された。 

アントレプレナーシッププレプロジェク

トについても、ガモール堂プロジェクト、

AR謎解きプロジェクト、すがもの街をもっ

と元気にする仕組み導入プロジェクト、

「商店街×地域 実践・地域フェア」プロ

ジェクト、推定恋愛プロジェクトを展開し

た。 

令和４年度は、巣鴨地蔵通り商店街に新

たにすがもプロダクトスタジオⅤ及びすが

もプロダクトスタジオⅢを配備し、教室拡

充により学生のさらなる教育環境の発展が

見込まれる。次年度に本格的に展開される

アントレプレナーシップ育成プログラムの

ワークショップはプロダクトスタジオの利

用を予定している。また、本学と地域連携

協定を結んでいる益田市との連携業務とし

て『関東拠点化推進事業」を開催し、今後

は益田市出身で関東地方に来ている学生の

拠点としても活用していく。 

A  

 

１－２．第３次中期マスタープラン実現のための基本施策 

 本プランに基づき事務局各部署から提案され、採択した 13 の基本施策（以下に掲げるとおり）及び関

連する施策を推進する。 

計画 報告 
評 

価 

 ① ガバナンスの強化 日本私立大学連盟が指針と

して策定した『日本私立大学連盟 私立大学ガバナ

ンス・コード』に基づき、遵守状況を点検し、次年

度に向けた改善へとつなげることで本学のガバナン

スを強化する。 

本学の実情を鑑みて、1件の項目を実施

ありとした。また、私立大学連盟の順守

状況報告書の改正により、【Ⅰ．自律性

の原則】について、前年度「未遵守」 

→ 4年度「遵守※」、【Ⅱ．公共性の確

保】前年度「未遵守」 → 4年度「限定

付遵守」、【Ⅳ．継続性の確保】前年度

「未遵守」 → 4年度「限定付遵守」と

することができた。このことについて、

令和 5年 3月 20日の常務理事会に報告

し、ホームページに情報を公開した。 

A 
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私学法改正の内容や動向については、私

立大学連盟や文部科学省から情報収集す

るとともに、本学の対応について検討を

進めている。 

② 経営理念、戦略の策定 

本プランの改定・増補に係る補助資料に記載した事 

項に基づき、その実現に向けた新たな戦略を策定 

する。その際、教職一体となった取組みを一層強化 

する。特に「学生確保のための緊急対策体制」の整 

備について、広報体制を一元的に管理する広報課を 

設置するとともに、「選ばれる大学」を目指し、入 

試課と強力に連携して本学の魅力を発信する。 

広報課を設置するだけでなく、事務機

構改革として、先行して設置したリレー

ションシップ・マネジメント推進機構

（RMO）に引き続き、１本部４機構への改

編が理事会で承認された。１本部４機構

の概要は次の通りである。 

【経営マネジメント本部】 

学校法人と大学における「ヒト・モ

ノ・カネ・情報」の 4つの経営基盤に係

る運営・管理・企画を一元化し、本学の

教育・研究、社会貢献等の活動を行うた

めに必要な経営戦略を策定するととも

に、運営の合理化・効率化を図るために

戦略的で組織的な管理運営を担う本部と

する。企画と管理が綿密に連携し、適切

な意思決定・戦略策定を行う。 

【教学マネジメント支援機構（DAC）】 

 卒業認定・学位授与の方針、教育課

程編成・実施の方針、入学者受入れの方

針（３つのポリシー）に基づく体系的で

組織的な企画・立案・支援等を行う。 

【リレーションシップ・マネジメント推

進機構（RMO）】 

学生の入学前から卒業まで一貫したよ

り良き「キャリア形成」にかかる学生に

対する総合的支援組織である。学生一人

ひとりの成長の各段階、すなわち本学へ

の志願、試験、在学、就職活動・卒業、

(それ以降のリカレント、生涯学習など)

に至るまでキャリア形成の視点から適切

なマネジメントを一元的に実施するもの

である。 

【学生生活支援機構】 

社会のニーズに対応する学生支援とし

て、生活支援・課外活動支援・正課外行

事支援等、充実したキャンパスライフを

送るための総合的なサポートや環境整備

等を行う組織とする。また、多様化する

学生を受け入れることに伴う、学生の自

立支援や学風の醸成も目的とする。 

【宗教教育・仏教文化振興機構】 

S 
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理事長直轄の機構として新設する。設

立宗門との連携を強化し、宗門後継者・

寺院徒弟養成について連絡・調整し、充

実を図る。また、宗教教育・行事、仏教

文化・研究等に関する取組みも推進す

る。 

中期マスタープランを着実に実行するた

め、事務局を機能別に整理し、統合する

ことにより責任と役割を明確化し、連携

した業務執行を実現するため、１本部４

機構への改編が行われた。これによりＤ

Ｘ（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）の推進、それを実現するための働き

方改革を推進する。 

③ 組織運営の円滑化・活性化 

 「学生確保のための緊急対策体制」の一環とし

て、学生募集広報の強化に向けて学部学科の教員と

協働し、学生を巻き込んだ教育情報の発信を継続的

に実施できる体制を整える。 

・学生募集を主眼とした予算配分の見直

し（主に進学媒体（リクルート・ベネッ

セ）に係る経費）、受験生の大学選択行

動に基づく情報発信時期及び内容の精査

（主にマルケト）、広報ツールの再構築

（主に『大学案内』や公式 SNS）に努め

た。なお、「広報戦略対策室ミーティン

グ」は新たに設立された「リレーション

シップ・マネジメント推進機構（RMO）」

へ機能が引き継がれた。 

・教職協働の視点においては、引き続

き、各学科の広報担当教員を窓口として

連携を図っている。特に、公式 WEBサイ

トの学科コース紹介ページについて、学

科へのヒアリングを適宜行い、学科コー

スごとの特色を打ち出すものへと転換で

きた。 

・学生との協働の視点においては、学生

広報スタッフが公式 YouTubeや公式

TikTok の企画制作に携わり、動画を中心

に学生の意見や思いを反映させたコンテ

ンツを生み出すことができた。 

A 

④ リスク管理体制の確立 

起こり得るリスクを認識し、一般組織の視点に加え

て大学組織及び本学の特性を反映した体制強化及び 

BCP（事業継承計画）の策定を推進する。 

BCPについては、大学として優先すべき

5つの業務を中心に、常務理事会で承認を

得て、「大正大学 BCP ver1.0」を策定し

完成した。次年度に各会議体へ報告して

いく予定である。 

令和５年 2月 6日に総合防災訓練を実施

し、訓練を踏まえ、初動対応についての

再検証を行った。今後は東京都との協定

締結に向けて調整していく。 

A 
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⑤ 財政基盤の健全化・安定化 

 特に本プランの改定・増補に係る事項を着実に実

行することにより、財政基盤の健全化・安定化を推

進する。 

財政基盤の健全化・安定化のため、２億

円を超える資産運用収入を確保した。第 3

次中期マスタープランの改訂・増補に基

づく取組み「新時代の地域のあり方を構

想する地域戦略人材育成事業」が文部科

学省に採択され、令和２年度から令和６

年度まで外部資金を獲得すことができ

た。 

A 

⑥ 教育の質保証 

 学部・研究科ごとの自己点検・評価及び PDCA サ

イクルの推進、IRを活用した内部質保証、学修成

果の可視化は必須の取組みであることを踏まえ、令

和４年度は、学科・大学院専攻において IR データ

等を活用した TSR シートとし、学部・研究科にお

いては、各学科・大学院専攻における結果に基づい

た検証・総括等を実施する。 

令和４年度より、各学科・大学院専攻に

おいて、IRデータを活用した TSRの枠組

みに基づくシートにより、自己点検・評

価を行った。本学の実施している学生調

査・アセスメントテストや学生の諸情報

等を活用し、各学科・専攻の点検・評価

の指標とした。学部・研究科において

は、全教職員を対象とした「TSRマネジメ

ント報告会」という報告会を開催し、学

科・大学院専攻の評価結果に基づく、学

部・研究科の検証・総括を学部長・研究

科長が報告し、PDCA サイクルの推進を図

った。加えて、教授会連合会における学

長・副学長による全学的な検証・総括も

実施した。第 4期認証評価に向けては、

大学基準協会の求める評価指標をふまえ

つつ、より実質的な自己点検・評価とす

るための改善・試行を今後も実施してい

くこととしている。 

A 

⑦ 教育内容の改善 

 TSR シートにおいて可視化された成果を点検し、

教学 IR 担当者との連携及び協力体制を深め、教育

の質保証の観点から改善へとつなげる。 

教学 IRを活用した内部質保証、学修成

果の可視化への対応として、本学は令和２

年に教学 IR推進部会を立ち上げ、部会長

である学長を中心に、本学の教育・研究及

び学生支援に関連する情報の収集・分析・

検証を行ってきた。その成果として、TSR

マネジメントシートについては、令和４年

度より、教育活動・学修支援活動等の改善

に資する IRデータ等を活用することとし

た。 

教育の質保証の改善に資するため、全学

調査と授業内のアンケート等の両者によ

り、学生の能力・資質、意欲・関心等を

測定し、その分析結果を活用している。

このデータ分析の結果をもとに、ディプ

ロマサプリメントを発行し、希望する学

生にフィードバックしている。教職員に

は、データサミット（学内 IR報告会）の

開催やニューズレターの発信により、学

A 
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生調査や教学 IRへの関心を喚起する取組

みを実施している。 

⑧ 学生への支援 

 従来の支援に加え、特に休・退学者減少に向けた

支援及び障がい学生支援を強化する。 

休退学防止として、学生生活委員会に

おいて、他大学の事例の調査や、休学中

の支援体制について学科の取組状況の把

握と意見交換を行い、令和５年秋学期に

向けた体制強化を検討することとした。 

CSW（キャンパスソーシャルワーカー）

体制については、学生相談室とキャンパ

スソーシャルワーカーともに相談件数は

前年度に比べて倍増している。令和 5年

度からは、CSWの増員を予定している。学

科事務室や総合学修支援機構 DACのコア

チューターと情報共有を行い、相互連携

により、要支援学生の把握や対応を円滑

に行うことができた。 

障がい学生支援については、演題『障害

者差別解消法における「合理的配慮」に

ついて』を、日本社会事業大学大学院マ

ネジメント研究科准教授曽根直樹先生を

講師に迎えて開催した。対面と録画視聴

を合わせて教職員 109名の参加があっ

た。 

A 

⑨ 社会連携・地域貢献 

 多様で重層的な地域課題に対応するため、本学と

地域が共創的ネットワークを構築するとともに、本

学に蓄積した知見を一般にも容易に理解できるもの

に再構成した教育コンテンツを開発し、提供するア

カデミープログラムを先行実施する。 

「広域地域自治体連携コンソーシア

ム」から「地域共創コンソーシアム」へ

の転換を行い、令和 4年 10月に地域共創

コンソーシアムを発足させた。また、令

和 5年 3月末の連携自治体数は 109団体

となった。 

アカデミープログラムについては、次

の６事業を試行的に実施した。 

・自治体トップサロン（8/24、12首長参

加）  

・拡大 BSR公開講座（『ケアの文化と心

の伝統 －地域社会で求められるケアにつ

いて考える－』 ）（9/24、10/8、

10/29）※有償（オープンカレッジ） 

・アイランダー高校生サミット 2022

（12/11、11高校、35人参加） 

・地域政策ネットワークフォーラム

（1/27、議会関係者等 58人参加）※有償 

・地域戦略人材塾（16講座、15自治体、

70人参加）※有償 

・未来創造塾（5講座、53人参加） 

 これらの事業については、本学の新た

な収入源方策として有償事業を実施し、

B 
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一定の成果を得ることができた。来年度

の計画として、大学教員とのコラボ企

画、自治体職員向け有償プログラムなど

の新規事業を予定している。 

⑩ 外部資金の獲得 

 学生納付金だけに頼らない本学の経済的自立に向

けた取組みを模索する。新たな教育コンテンツの開

発やその提供等の事業をビジネス化することなどを

想定している。 

従来の学生生活支援資金と地域人財育

成基金を発展的に集約し、返礼品選択制

度の寄付金システムとして整備した。返

礼品については、ガモールマルシェで取

り扱う地方の商品や学生の実習先である

連携自治体の商品をセットにして自治体

のふるさと納税との差別化を図ることと

している。 

本学の教育コンテンツを活かしたアカデ

ミープログラムについては、⑨にある通

り、プレ事業を通じて、一定の手応えを

得るとともに、顧客・リード獲得の難し

さを実感している。生涯学習に関する事

業の具体化は次年度以降の課題となって

いる。 

A 

⑪ 国際交流 

 ポストコロナ時代を見据えて国際交流教育の在り

方を調査・整理・検証し、大正大学の特色を生かし

た「交流教育」のあり方を確立する。 

令和４年度の国際交流については、他

大学での国際交流のあり方を参考にした

上で、以下の取組みを行った。 

【国際交流フェア】 

本学における国際交流プログラムの理

解を深める機会として、受入れ留学生か

らの母国文化紹介、派遣学生からは現地

生活レポート等により、国際交流に対す

る在校生の意識醸成を図った。出席者は

31名であった。 

【海外文化・語学研修】 

勧告の東西大学校においてプログラムを

実施し、ミュンヘン大学とはプログラム

をハイブリッド形式で実施した。東西大

学校は 9名、ミュンヘン大学は 6名の参

加であった。ミュンヘン大学プログラム

では、対面授業で学んだ会話表現を現地

学生とのオンライン交流で実践する仕組

みを作り、参加学生の満足度も高いもの

となった。従来の国際交流プログラムに

オンラインを組み合わせた新たな「交流

教育」のあり方を確立することができ

た。 

A 

⑫ 新サテライトキャンパス開設 

 ポストコロナにおける教育活動を見据え、「地域人

スピリット」の理念に基づき、全ての学部学科を対

象としたフィールドワークにより「第三の知識」の

京都サテライトキャンパス名を「京都

アカデミア」とし、令和５年３月 31日に

上棟式を実施した。 
A 
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修得を支援するため、京都市内に第二のサテライト

キャンパスを設置する。 

京都アカデミアの運用については、マネ

ジメント担当者やマネジメント協力会社

等とともに具体的な運用についての検討

を開始した。導入する什器については、

使用者のニーズ調査のため、地域創生学

科の協力を得てワークショップを開催し

た。今後は、フィールドワーク・地域実

習の場として活用していく。次年度の９

月にサテライトを公開予定としている。 

⑬ 積極的な情報公開 

 法令の主旨に則り、社会に対する説明責任を果た

すとともに、教育の質を向上させる観点から積極的

な情報公開を行う。 

本学は、私立学校法及び学校教育法施

行規則に基づき、財務情報及び教育情報

等を積極的に公開している。本学ホーム

ページや私学事業団ポートレート等によ

り、情報を公開し、社会に対する説明責

任を果たしている。また、シンポジウム

やフォーラム等の開催・参画により、本

学の教育研究活動の情報公開を通じて、

教育内容・教育方法の確認・検証を行

い、教育の質の向上を図っている。 

知識集約型社会を支える人材育成事業

（新時代の地域のあり方を構想する地域

戦略人材育成事業）の成果報告について

は、ホームページや採択校ポータルサイ

トへの公開だけではなく、文部科学省や

マスメディア・業界団体への情報提供等

を下記の通り実施した。また、学内にお

いては、各会議体における報告事項を通

じて、学内役職者だけではなく全教職員

へ周知を図っている。学生については、

ガイダンスや説明会等の開催を通じて周

知を図った。 

【行政機関・団体への情報提供】 

・文部科学省中央教育審議会大学分科

会大学振興部会（第２回） 

・私立大学退職金財団広報誌 BILANK

（vol.28） 

・文部科学省「数理・データサイエン

ス・AI教育プログラム認定制度」説明会

（令和 4年度） 

・私立大学情報教育協会機関誌「大学

教育と情報」（2022 年度 No.4） 

 

A 
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２．学長重点領域の推進 
本学では、学長・副学長・学長補佐がマネジメントを行うための「重点領域」を策定し、推

進しているが、これを TSR マネジメントに基づく取組みとし、「知識集約型社会を支える人
材育成事業」及び「私立大学連盟ガバナンス・コード」に対応した項目とする。 

計画 報告 
評

価 

① 優れた教育・研究 

 -1 建学の理念等に基づく多様な人材育成像を保持

しつつ、時代や社会の変化を踏まえながら、教育研

究活動を通じて広く社会・地域にとって有為な人材

を育成する。 

 

 

 

 

 

 

 -2「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方

針」とカリキュラムとの整合性のチェック等を通じ

て、それぞれの方針の実質化を図る（ディプロマ、

カリキュラム・ポリシーの実質化）。 

 

 

 

 

 -3「入学者受入れ方針」と入学者選抜との整合性

のチェック等を通じて、同方針の実質化を図る（ア

ドミッション・ポリシーの実質化）。 

 

 

 

-4 学部・学科、研究科等の達成目標を実現するた

めの経営資源（ヒト、モノ、カネ）を効率的に配分

し、経営資源の配分に係る基本方針を明確にする。 

本学は、大学創立 100 周年に向けてそ

の使命と存在意義を再確認しつつ、

Society5.0 時代の激しく変動する社会に

対応するため、自律的な学修者を育成す

ることを目的として実践的な学びの環境

を整備し、その教育的価値を高めること

に努めてきた。そして、建学の理念「智

慧と慈悲の実践」にもとづいて、地域に

おいて課題を解決するリーダーの育成を

目指すことで社会的なニーズに応えてい

る。 

この取組み「新時代の地域のあり方を

構想する地域戦略人材育成事業」は、文

部科学省｢知識集約型社会を支える人材育

成事業｣に採択され、令和 2年度より推進

している。令和４年度においては、DAC運

営・連絡会議を定期的に開催し、第Ⅰ類

科目チュートリアル教育、第Ⅱ類科目学

融合（クロスディシプリン）教育、第Ⅲ

類科目アントレプレナーシップ育成教育

を推進した。令和 4年度は、第Ⅰ類科目

における「リーダーシップ」科目、第Ⅱ

類科目「学融合ゼミナール」、第Ⅲ類科

目アントレプレナーシップ育成教育「基

礎科目」を新たに実施した。 

 

ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーとカリキュラムの整合性に

ついては、7月下旬にカリキュラム大綱・

授業編成方針を各会議体の審議を経て決

定し、学科・専攻のカリキュラム・時間

割の策定を依頼している。その際に、全

学 FDや学部学科・研究科専攻自己点検・

評価である TSRマネジメントシートを活

用し、各学科・専攻で振り返りを行い、

カリキュラム大綱・編成方針を前提にカ

リキュラムの策定ならびに変更案の作成

を行っている。 

そして、次年度のカリキュラムを変更

する場合はカリキュラム・ポリシー、デ

ィプロマ・ポリシーの変更案とともに学

A 



55 
 

則別表改訂案をカリキュラム編成プロジ

ェクトに提出することとしている。 

 

アドミッション・ポリシーについて

は、入試改革構想会議を開催し、令和 4

年度入試におけるアドミッション・ポリ

シーとの整合性について検証し、あわせ

て次年度入試の方針について確認を行っ

た。今後は、アドミッション・ポリシー

の実質化に加えて、高等学校の新学習指

導要領への対応についても検討する必要

がある。 

 

 

学長裁量経費を活用した学科・専攻教育

改革施策については、令和４年度から募

集を再開し、各学科・専攻の教育活動・

学習支援活動に対して、財政的支援を実

施している。学長のリーダーシップのも

と、財政的支援を行うことにより、学

科・専攻による学生への特色ある取組み

を行うことができた。令和４年度は、

Ａ：学科、大学院専攻の特色ある取組

み、B：教育 DX推進のための優れた教育

活動、C：オンデマンド型授業を活用した

優れた教育活動いう枠組みで募集を行

い、６件を採択した。 

② 充実した学生生活 

 -1 学修成果の可視化・新共生主義に寄与する生活

支援・就職支援のあり方を模索し、多面的な取組み

や活動を行う。 

＜生活支援＞ 

性同一性障害、LGBTQ を抱える学生の対

応について、すでに取り組んでいる大学

の事例等を学生生活委員会において調査

した。現在本学が行っている性同一性障

害学生に対する支援は、名前の通称使用

や学科内での共有であるが、今後、対応

する学生が増加することも想定されるた

め、今後ともこの課題については継続し

て研究し、本学においてどのような支援

が可能であるか、検討していきたい。 

＜就職支援＞ 

教職協働による全学的な支援体制を整

え、多様なステークホルダーに応えてい

く取組みとして、教職協働懇話会による

学生支援（就活支援）に係る定期的な情

報提供と支援意識の醸成、学科担当制に

基づいて構成される就職担当者会議によ

る具体的な取組みを推進した。全員面談

B 

・ 

Ａ 
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による希望進路の把握、個別相談による

活動支援等も就職課の取組みとして実施

しており、今後も継続していく。障がい

学生の就職活動として、ガイダンス及び

個別相談会を実施し、参加学生は６名で

あった。 

そして、学生だけではないステークホル

ダーである保護者や本学に協力的な企業

などに対して、保護者向けガイダンスお

よび相談会、情報提供や関係構築・強化

の取組みを行った。 

③ 特色ある社会貢献・地域連携 

 -1 社会の要請を踏まえつつ、特色ある教育研究活

動から得られた成果を踏まえ、社会の要請の変化に

対応して、現実の諸課題に対する解決方法を示し、

社会に貢献する。 

 また、新体制による地域構想研究所の活動に期待

する。 

 令和 4年 10月に地域共創コンソーシア

ムを発足させた。令和 5年 3月末の連携

自治体数は 109団体となった。令和 4年

度にはプレ事業として有償事業を実施

し、①自治体トップサロン、②拡大 BSR

公開講座（『ケアの文化と心の伝統 －地

域社会で求められるケアについて考える

－』）、③アイランダー高校生サミット

2022、④地域政策ネットワークフォーラ

ム、⑤地域戦略人材塾、⑥未来創造塾を

開催し、一定の手応えを得ることができ

た。以上を踏まえ、次年度の事業計画と

して、ワークショップ、アカデミープロ

グラム、大学教員とのコラボ企画、自治

体職員向け有償プログラムなどの新規事

業を含めて策定した。 

 各講座の自立的運用に向けたルールの

整備も課題となっており、事業全体の課

題としては、魅力あるコンテンツ作成と

集客方策の確立が重要となる。 

B 

④ ミッションに基づく学風の醸成 

 -1 情報公開・社会とのインタラクションを推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 -2 建学の理念、人材養成上の目的、3つのポリシ

ーを学生へ浸透させる。 

 創立 100 周年を控え、本学の建学の理念である

「智慧と慈悲の実践」の現代的理解に基づく教育活

動を展開していく。 

｢知識集約型社会を支える人材育成事

業｣に期待されている社会とのインタラク

ション、情報公開、他大学への波及効果

に関する方途を検討し、採択校シンポジ

ウムにおける本学の取組みの公表、リー

フレット･ホームページ等における教育コ

ンテンツの充実の見える化を推進した。 

本事業の学外への発信については、5月

に私立大学退職金財団の取材を受けたこ

とや、7月に文部科学省中央教育審議会大

学振興部会におけるヒアリングに協力し

た。また、9月に日本経済新聞社の主催す

る「日経地方創生フォーラム」に参画

し、「デジタル時代における実践的アン

トレプレナーシップ教育の成果と課題」

A 
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というテーマで本学学生がプレゼンテー

ション等を行った。その他、本学が開催

した高大接続フォーラムや全国の仏教を

建学の理念におく仏教系大学会議におい

ても一部の事業を紹介した。 

 

 全学の 1年生が履修する｢人間の探究｣

において自校教育を内容とする授業を 3

回実施した。第Ⅰ類科目｢人間の探究｣に

おいて、1QT｢大正大学入門①日本人と仏

教｣、2QT｢大正大学入門②大正大学の成り

立ち｣、3QT｢大正大学入門③お釈迦様の生

涯と教え｣という内容で教育活動を展開し

た。 

⑤ TSR に基づく大学運営 

 -1 TSR マネジメントシートによる教育・研究の実

質化、PDCA サイクル確立を図る。 

 

 

 

 -2 FD（CACL 含む）及び自己点検・評価、IR によ

り学修成果を可視化する。（e ポートフォリオの活

用、新たな LMSの計画、設計への着手） 

 

 

 

 

 

 

 

-3 教員評価を推進し、教育活動の成果を可視化す

る。 

 

 

 

 

 

 -4「知識集約型社会を支える人材育成事業」の成

果指標を策定する。 

 

 

 

 

 

 -5「総合学修支援機構 DAC」について自律的・開

発的意志を持って改革・改善を行う。 

8月の学部・研究科シートの提出にもと

づいて、8月 31日に TSRマネジメント報

告会をオンラインで開催し、学部長・研

究科長・総合学修支援機構 DAC機構長に

よる報告があった。参加者は教員 132

名、職員 62名であった。また、学部長・

研究科長等の報告に基づいて、9月 28日

の教授連合会において学長・副学長の評

価・検証を行った。令和４年度より、IR

データも活用し、教育・研究における自

己点検・評価の実質化、PDCA サイクルの

確立を推進した。 

 

教育の質保証の取組みとして、これま

でカリキュラムアセスメントチェックリ

スト（CACL）を作成し、CACL に基づくア

セスメントの実施およびカリキュラムチ

ェックとしての自己評価報告会を開催し

てきた。令和４年度においては、「CACL

を活用した自己評価報告会」を開催し、

「自己評価報告書」を用いてカリキュラ

ムの検証・報告を行った。特別ゲストと

して、S-U.P.P参加校のパートナーである

高等学校教員の参加も得ることができ

た。 

LMSについては、副学長をプロジェク

ト･オーナーとする LMSプロジェクトを発

足し、LMS活用の仕組みや運用ルールを通

じて学内浸透を図るチームと LMS開発を

行うチームを立ち上げた。また、今後の e

ポートフォリオの活用、可視化すべき情

報についての検討を行い、LMS操作説明会

A 
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を開催し、教職員による LMSの活用を次

年度以降積極的に推進することとした。 

 

教員評価については、知識集約型社会

を支える人材育成事業に関わる教職員に

限定した貢献評価とし、教員の資質向

上、評価法の確立を目指しつつ、本事業

として、課題を抽出することを目的とし

ている。 

令和５年３月１日に教員評価部会を開

催し、データサイエンス担当教員２名に

よるプレゼンテーションを行った。大学

のミッションと自己の担当業務を考え

て、自身はどのように貢献しているの

か、課題に対してどのような取組みを実

施したのかということについての発表が

あり、委員会で審議した。この取組みを

モデルケースとして今後、教育活動の成

果を可視化していく。 

 

本事業を推進するトランジション教育

チーム･クロスディシプリン教育チーム･

アントレプレナーシップ教育チームはそ

れぞれの成果指標を DAC運営・連絡会議

に報告し、学生の教育・学修状況につい

て成果指標を把握・検証した。学生調査

やアセスメントテストを用いた学生の状

況把握だけではなく、企業調査・卒業生

調査による本学の卒業生に関する評価や

授業内のアンケート、レポート、発表記

録、コメントシート、DACeポートフォリ

オの記録等を確認・検証した。 

 

総合学修支援機構 DACについては、DAC

運営・連絡会議を設け、知識集約型社会

を支える人材育成事業を担当する各チー

ム長と総合政策会議構成員による意見交

換・情報共有・企画立案を行うことと

し、本事業の全学的な推進について適切

に推進することができた。また、総合学

修支援機構 DAC内においても、 

DACトランジションチーム長会議、専任教

員会議、データサイエンス及び探究科目

担当講師会等において、教材開発や FD 
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の実施、授業運営と学修支援の質を向上

するための打ち合わせ等を実施してい

る。定期開催の会議に加えて、期末振り

返り会議も実施しており、専任教員、チ

ューター、SAによるチームティーチング

を推進している。 

 

３．各部署による令和４年度イノベーション業務の推進 

部署名 計画 報告 
評

価 

総合政策部 ガバナンス機能の強化・未来型広報の

あり方の試行と確立・働き方改革推進

のための取組み 

・大学運営上のガバナンス機能の強化

のための政策の提案 

(第 3 次マスタープラン推進について

の掌握と政策的支援)  

・学生確保の為の広報活動への取組み

強化について総合政策の立場からの支

援 

・本学魅力化構想を実現するための働

き方改革の具体的な政策を提案、大学

運営政策のリーダー部署としての役割

の強化 

・令和 5年度の事業計画をとりまとめ、

理事会の承認を得た。「Ⅰ創立 100周年

記念事業」、「Ⅱ教育改革・教育組織の

改編」、「Ⅲ知識集約型人材育成事

業」、「Ⅳ学生支援」、「Ⅴ研究推

進」、「Ⅵ地域連携事業の推進」、「Ⅶ

管理運営」の７分類へ刷新した。中期マ

スタープランと事業計画との関連をより

明確化することで大学運営上のガバナン

ス機能の強化につなげる。 

 

・本学の取組みを、9月 17日に第 7回高

大接続フォーラム『あらためてわか

る！！新学習指導要領と教育 DXの本質』

―「学力観」のトランスフォーメーショ

ン―を実施した。過去最高の 500名超が

参加した。また、高校教員を対象とした

「第３回 S-U.P.P 教育懇話会」を 3月 3

日に実施した。今後は、リレーションシ

ップ・マネジメント推進機構（RMO）を中

心とした運営体制に変更する。 

 

・大学運営については、毎週金曜日に総

合政策ミーティングを設置することで、

総合政策会議等のスムーズな運営が諮ら

れるとともに、各部署の課題の事前打ち

合わせの場として定着した。 

A 

魅力化推進

部 

 

・すがもオールキャンパスの施設・設

備の拡大と充実及び適切なマネジメン

トを可能とする組織作り 

・ガモール TV の展開 

・DX (デジタルトランスフォーメーシ

ョン)事業推進の基盤作り 

・広報担当部署との連携強化 

・すがもオールキャンパス構想について

は、アントレプレナーシッププレ授業で

ある「推定恋愛」プロジェクトをプロダ

クトスタジオⅢで行った。また、本学と

地域連携協定を結んでいる益田市との連

携業務として『関東拠点化推進事業」を

開催した。すがもの各教室を益田市交流

事業拠点として設定し、益田市出身で関

東地方に来ている学生を中心にして活動

A 
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・アントレプレナー養成教育(第 3類

科目)の実施について積極的に参画、

支援活動を行う 

を開始した。 

 

・ガモール TVについては、広報課よる運

営とし、youtube において積極的に動画配

信を行った。 

 

・DXの推進に向けて、システムの更改に

応じた運用環境の整備を行った。具体的

には、①学務システムの更改、②管理系

（経理・人事・同窓会・ワークフロー）

システムの更改、③LMSの導入に向けた仕

様選定である。そして、決定システムの

仕様を確定し、業務フロー全般の刷新を

検証した。なお、LMS 導入が決定し、検討

ワーキングチームにより、既存の DACeポ

ートフォリオで使用されている「学びと

成長の記録」のⅡ類、Ⅲ類での展開、そ

れら情報のキャリアへの接続、情報活用

が教職協同で議論された。 

 

・令和４年度のマルケト運用について

は、マイページ登録者数の増加を目的と

して、年内入試の目標入学者数及び前年

度の実績値から逆算して、12月時点のマ

イページ登録者数（既卒生・3年生）

2,686名（前年度比 1.3倍）を目標に設定

した。入試広報部として策定したペルソ

ナ及びカスタマージャーニーマップに基

づき、DX担当と広報課が協働して情報発

信を実施した結果、当初計画よりも 2か

月前倒しの 10月時点で目標値を超えるこ

とができた。受験生向けアプリ内のコン

テンツ制作にあたっては、週 1回の定例

会を開催して広報課と動画制作をした。

そして、地域連携事業推進室とは学生レ

ポーターからの情報発信について協働体

制を行った。 

 

・令和４年度からアントレプレナーシッ

プ育成教育プログラムが開始され、基礎

科目（4科目オンデマンド）の実施とマイ

スターワークショップに繋がるプレプロ

ジェクトの実施を行った。また、次年度

から本格的に展開されるアントレプレナ

ーシップ育成教育プログラムについて、

11月下旬より学内教職員、学生向けに全



61 
 

体的な説明会を実施し、次年度の全科目

開講に向けての準備を進めた。なお、ア

ントレプレナーシップ育成教育プログラ

ムの履修モデルとして「アントレプレナ

ーコース」、「イントレプレナーコー

ス」、「公務員コース」の 3つを明確

し、次年度から開始する各コースで開講

する科目の授業内容や担当教員の調整を

行った。 

総務部 

 

・起票から出金までのワンストップ化

構築の検討とその試行 

・学内諸手続のワンストップサービス

の実現に向けての取組み 

(DX 推進)  

・起票から出金までの事務の効率化と

決済に係る手続き上の事務の効率化・

円滑化への取組み 

・危機管理体制確立への取組み 

・学内施設の計画的メンテナンスへの

取組み 

・学内の新型コロナ感染症防止対策へ

の取組みとポストコロナを見据えた学

内諸施設の解放と活用に関する政策づ

くり 

・学内諸手続について、ワークフローを

次年度から導入することとした。経費精

算システムについては、選定したシステ

ムでの運用に向けて、起票から出金まで

の業務の流れを整理し、効率的に遂行で

きるように、決裁者の見直し、決裁ルー

トの統一化、それに伴う規程改正等の検

討を行った。次年度の６月のシステム導

入に向け、決裁ルートの整理や規程改正

など順次実施する。 

 

・危機管理体制については、BCP策定プロ

ジェクトを発足させ、メンバー選出後、

防災・減災プロジェクトメンバーと協働

し、「大正大学 BCP ver1.0」を策定し

た。東京都総務局総合防災部と大規模水

害時の広域避難先について打合せし、協

定締結に向けた協議を行った。 

 

・学内施設の計画的メンテナンスについ

ては、修繕計画は策定しているものの、

本学の財務状況など確認し、急務なとこ

ろから実施した。次年度も、修繕計画に

則りつつも、本学の財務状況と照らし、

調整しながら優先順位を見極め可能な範

囲で実施する。 

 

・新型コロナ感染症防止対策について

は、迅速かつ適切に大学の方針を決定

し、学内へ周知し、円滑な運営ができ

た。次年度は、5月 8日より第５類に移行

されるため、関係部署と協働しながらコ

ロナ禍以前の学内運営に戻す予定であ

る。なお、今後再び政府から規制があっ

た場合にも、今までのコロナ禍対応の実

績と経験を活かし順次対応可能である。 

A 
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教務部 教育改革・次年度カリキュラム対応・

体制強化、教務基盤強化、規程整備・

改正、海外語学・文化研修、留学支援

体制等の業務サポート、学生支援の強

化 

・DX 推進にあたって基幹システム(教

学システム)を主に担う事となる教務

課の役割が重要であることから、リー

ダーシップを発揮する。 

・現在行っている教育改革、特にカリ

キュラム改革についてその進捗を部署

内で見える化し、多様な局面を精査

し、職員一人ひとりがアイディアを出

し合い、窓口においても学生サービス

を強化。 

・教学に関する諸規程を精査し、現状

の運用が円滑に実施できるよう適切な

整備・改正を行う。 

・ポストコロナをにらみ、海外語学・

文化研修、国内フィールドワーク、海

外留学支援体制等について学生支援の

視点から強化する。 

・カリキュラム改革と学生サービスの強

化については、カリキュラム編成に関し

て、開講単位数、責任担当コマ数の精査

を行い、授業運営に対する基本事項を確

認した。そして、全学クォーター制に向

けたシミュレーションを行い、対応する

業務内容を整理した。第Ⅱ類科目の基礎

ゼミナール、学融合ゼミナール、第Ⅲ類

アントレプレナーシップ育成教育、資格

教育に関して、教職協働のもと、各回の

授業運営、教室配当等に学生の立場に立

って職員が参画できた。 

 

・第Ⅲ類アントレプレナーシップ育成教

育の授業科目の本稼働に向けて、カリキ

ュラムを整備することができた。次年度

に向けて科目の整理・改正を行った。な

お、次年度から特遇教授が配置されるこ

とから、大学院の論文審査体制を改めて

見直した。諸規程については、「大学院

学則」、「学位規則」、「大学院運営規

程」をセットとし、齟齬がないように文

言整理に努めた。 

 

・国際交流については、海外文化・語学

研修成果報告会（5月開催）、協定留学修

了者による留学報告会（7月開催）にて、

実際に研修や留学を経験した先輩の話を

聞き、短期・長期問わず留学を検討する

学生が増えた。また、外国人協定留学生

と在学生との国際交流会（５～7月）を実

施し、海外の文化、外国人学生との異文

化交流に対する在学生の興味・関心を促

進することができた。このことにより、

異文化理解、他者理解の重要性を確認

し、国際交流への支援ができた。また、

協定派遣中の学生と在学生とのオンライ

ン交流の機会を設け、在学生からの留学

相談に対し、派遣学生から自身の留学経

験を伝えてもらうなど、在学生の国際交

流に対するモチベーション維持・促進へ

とつなげた。 

 

・海外文化・語学研修も実施し、東西大

学校研修は現地実施（2月）、ミュンヘン

大学研修はハイブリッド形式で実施

A 
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（２・３月）した。また、協定受入れ留

学生との国際交流会を継続して実施し、

異文化理解および国際交流に対する意識

の向上を図った。 

 

・本学からの海外派遣学生に対する奨学

金支給条件の緩和、支給額の見直しを通

じて、資金面での支援体制を整えた。 

総合学修 

支援部 

 

総合的学修支援者育成事業・学修支援

体制の整備事業 

・総合学修支援機構 DAC の統括支援

部署のミッションに基づき、円滑な学

習活動の運営支援のためのマネジメン

ト体制を強化する。 

・文部科学省補助対事業、実質 2年目

の教育活動支援強化、特に学修成果の

「見える化」を実施。 

・前期に方針を再構築し策定した学修支

援方針に基づき、１年生の全員面談を実

施し、定量・定性的に分析し、「主体的

学修態度」の印象と学業成績の関係性、

また GPAでは見えない学生の潜在力の具

体について抽出し、学生の成長と学修課

題の変化について検討し、次年度の学修

支援に向けた課題を整理し、次年度授業

設計等に反映させた。 

 

・また、チューター養成講座をブラッシ

ュアップし、チューター業務に特化した

プログラムとして内容の取捨選択を行

い、コンテンツの充実を図った。そし

て、次年度チューター採用については、

チューター育成採用プログラムを 2クー

ル実施し、質的向上のための改善をしつ

つ、次年度のチュートリアル教育におけ

るチームティーチング継続の運営体制の

整備を行った。 

・令和４年度の文部科学省「数理・デー

タサイエンス・AI教育プログラム認定制

度」については、私立大学で唯一リテラ

シーレベルプラスの認定を受け、文科省

が開催する説明会にて、プラス認定事例

校として発表を行った。 

 

・その他、データサイエンス修了学生の

有志がデータ分析による複数の外部コン

テストに参加し、それぞれに優秀賞の受

賞または優勝した。「企業分析

AWARD2022」では、本学学生チームが優勝

した。データサイエンスについては関連

資格・検定取得の課外講座も実施し、学

外コンテストに優勝する等の成果も出て

いる。 

 

A 
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・マネジメントについては、DAC運営・連

絡会議を年 7回開催し、総合学修支援機

構 DACが知識集約型人材育成事業のハブ

として円滑なマネジメントを実施する体

制を築いている。 

入試広報部 

 

質の高い志願者・入学者の確保 

・入試業務が果たす役割を各自が共有

し、目標達成のために他部署と連携強

化を行う。 

・入学者確保のための多様な取組みを

戦略的に政策化し、全学体制で実施可

能な取組みを企画、見える化する。 

・受験生確保のために、指定校・入学

実績校、S-U.P.P 加盟校を対象とした

特別広報活動に教職員を巻き込んで実

施する。 

・入試広報活動において、本年度から

各学科の教員をはじめ、所属学生等を

様々な場面で組織的・戦略的に参画さ

せる。 

・広報課については、1月 8日より広報部

として、別部署となった。また、広報部

はブランディングセンターとして、RMOで

アドミッションセンターやキャリアセン

ターと連携協働をしていくこととなっ

た。 

 

・入学者選抜試験については、年内入試

での入学者確保のため、指定校の推薦基

準見直しや入試方式の追加について企画

し、入試改革構想会議にて諮り実現に至

った。年内入試では、11月に公募制専願

の入試を追加し、12 月へ公募制併願入試

をスライドさせ、総合型の自己推薦入試

を新規導入し、1月にスカラシップ型のチ

ャレンジ入試を導入した。 

 

・他部署との連携強化については、「入

試アドバイザー」、「入試改革構想会

議」、「入試委員会」等の Teams を通じ

て、施策の見える化を行い、情報共有を

促進した。また、12月入試の合格者向け

説明会を企画立案した。 

 

・12月入試の合格者向け説明会を企画立

案した。新たな入試により、志願者を約

1,000名増やすことができた。また、入学

者も 1,209名を確保した。入試改革構想

会議は今後、RMOに統合していくこととな

った。3月 31日には、2024年度総合型選

抜の審査課題について、討議を行い、一

次審査書類の改善案をまとめた。 

 

・入試アドバイザーについては、従来の

職員による入試アドバイザーの他に、教

員の入試アドバイザーやエグゼクティブ

アドバイザーを導入した。そして、各学

科の SNSに対する発信については、各学

科に広報担当教員を置き、発信を強化す

るとともに、入試部・広報部ともにリア

クションを行った。 

A 
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・オープンキャンパスについては、各学

科の学生が参画した。3月 25日のオープ

ンキャンパスでは、500名を超える予約者

となった。 

学生支援部 学生支援体制の強化 

・DX 事業推進に照らして現在行われ

ている学生支援体制をさらに強化。2 

年後を想定し、様々なデータを活用し

た満足度の高いサービスを提供するた

めの具体的戦略を整える。 

・昨年から実施している西巣鴨地区に

おける学生のフィールドワークのサポ

ート強化を図る。 

・ＤＸ事業推進については、学生支援部

内での検討により、要配慮学生にかかる

情報共有の推進・検討に取り組み、今後

ガイドライン整備に取り組む予定であ

る。保護者への情報提供については、次

年度の６月の父母会でも周知を図る予定

である。 

 

・フィールドワークについては、「すが

もプロジェクト」は３年間が経過し、令

和４年度から２班を新たに開始した。６

月の鴨台祭への出展や「種子地蔵縁日」

に参画をした。 

 

・すがもプロジェクトの「銭湯班」は、

地元の稲荷湯や一般社団法人「せんとう

とまち」と連携して様々なイベントを行

い、期待以上の成果を出した。次年度

は、ARを活用して巣鴨観光の魅力発信も

行う予定ある。 

A 

就職・卒業

生支援部 

 

特徴ある就職先の実績づくり・納得感

を得られる就職活動支援 

・学部・学科の教員・スタッフとの連

携強化を行い、さらに DAC 総合学修

支援部、魅力化推進部などと交流、企

業情報、就活状況を共有し、相互に連

携することによって総合的な特色ある

就職実績を作り、満足度を飛躍的に向

上させる。 

 

 

 

・本学では、各学科・コースごとに置か

れる就職担当教員と就職課内で職員担当

学科を割り振ることで教職双方の窓口を

明確化し、連携体制を整える学科担当制

を置いている。これに基づいた実務者会

議である就職担当者会議によって上記の

就職活動支援に取り組んだ。令和４年度

は特に、特色ある就職実績づくりに向

け、学びと業界の接続を意識させるため

のマップ作りや、特徴ある業界に特化し

た講座の新規開設、企業の協力により担

当者が日替わりで学内に駐在する就活な

んでも相談会といった新規の取組みを行

った。 

 

・例年開催している学内企業説明会、研

究会については、令和４年度も 250社を

超える企業に参画いただいた。他部署や

学科との連携、ステークホルダーへの情

報提供・情報収集については、公共政策

学科の公務員対策講座の実施の他、第Ⅰ

A 
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類科目の授業での進路・就活準備意識の

テーマの回に、教員の要望に応えて就職

課職員が登壇し、就職課を紹介、低学年

からの認知を高めた。 

 

・他部署や学科との連携については、公

共政策学科の公務員対策講座の実施の

他、第Ⅰ類科目の授業での進路・就活準

備意識のテーマの回に、教員の要望に応

えて就職課職員が登壇し、就職課を紹

介、低学年からの認知を高めた。また、

第Ⅲ類科目アントレプレナーシップ育成

教育プレプログラムとして、就活チャレ

ンジクラスを、総合学修支援部、魅力化

推進部と協議して開講した。さらに、第

Ⅰ類科目の授業「リーダーシップⅢ」に

就職課の紹介動画配信及びゲスト登壇を

行った。12月には全学科に職員が登壇

し、２年生に向けた進路・就活意識の向

上、情報提供、ワークショップを行っ

た。 

 

図書館情報 

メディア部 

知識集約型社会の実現に資する新しい

時代にふさわしい図書館機能の一層の

充実、パートナーシップ 

・プロジェクトに資する動画制作・提

供 

・知識集約型社会の実現に資する新し

い時代にふさわしい図書館機能強化の

実現に向けて様々な視点からサービス

を提供する。 

・図書館施設を活用したワークショッ

プやミニイベントを行い、学生のみな

らず対外的な広報活動を活発化し、多

くの人々から共感される新しい時代の

図書館のあり方を社会に問いかける。 

・知識集約型社会に向けた図書館機能の

強化については、動画撮影・編集機材の

整備や情報へのアクセスの利便性を高め

るための利用者向けコンテンツのデジタ

ル化、13号館の図書の WEB 請求ツールを

11月より提供した。そして、次年度の図

書館一般開放に向け、利用登録の Web化

等、利用者サービス向上の取組みを推進

した。 

 

・図書館施設を活用したワークショップ

やミニイベントを行い、学生のみならず

対外的な広報活動を活発化し、多くの

人々から共感される新しい時代の図書館

のあり方を社会に問いかけるため、独自

講座「学びのコニュニティ」を総合学修

支援部との合同も含めて 17回実施した。

217名の参加があった。  

また、11月 3日から 5日に豊島区立図

書館との『にぎやかな図書館祭』を開催

S 
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した。期間中の各催しには 311名（うち

フォーラムには 46名）の参加があった。

さらに、10月 3日から 12月 23日にかけ

て図書館内で萩原朔太郎展を開催した。

館内で資料展示に加えて、学生の作品や

朗読劇の映像放映、鴨台食堂とカフェと

のコラボも実施した。 

 

・7月に鴨台資料編纂室使用の資料保存の

データベースを導入し、資料のアーカイ

ブ化の体制構築を開始した。外部機関と

の連携、また外部企画への参加により大

学及び図書館を積極的に広報することが

できた。次年度は地域への公開、また学

校図書館法公布 70周年記念シンポジウム

参加を予定しており、今後もデジタル社

会における新しい大学図書館像を模索し

ていく。 

 

・次年度以降に向け、鴨台資料編纂室が

使用する資料保存のデータベースを導入

し、資料のアーカイブ化の体制構築を開

始した。さらに、準貴重資料情報（カー

ド目録）のデータ化を推進し、準貴重資

料のカード目録情報約 35,000件のデータ

化が完了した。 

地域連携 

推進部 

 

新体制のもと、全学教員を巻き込んだ

地域共創に貢献する研究・教育活動へ

の展開をサポート 

・令和 4年度は、研究所新体制の移行

と新しい事業への取組みの初動期間と

して位置づけ、様々な視点から検討し

実現可能な取り込みから試行する。 

・対外的には研究所が新しい体制(全

学教員が参画する研究所)となり、特

に地域共創コンソーシアム(旧、広域

地域連携)を基幹事業とし、新展開を

図ることについて学内に周知徹底をは

かる。 

・大学創立 100周年記念、特別研究事

業における支援業務を行う。 

・研究所新体制として、まず、広域地域

自治体連携コンソーシアムを「地域共創

コンソーシアム」へ転換し、発足させ

た。令和 5年 3月末の連携自治体数は 109

団体となった。また、新しい事業の推進

に向けた事前事業として、自治体トップ

サロン、拡大ＢＳＲ公開講座、地域戦略

人材塾、未来創造塾 

地域政策ネットワークフォーラムを実施

した。次年度に地域共創コンソーシアム

事業として防災ワークショップを開催す

るほか、豊島区との災害時要援護者対策

に関する共同研究、大学 BCPの更新など

に取り組む予定である。そして、地方議

会人向けの地域政策ネットワークは、地

域共創コンソーシアム事業の柱の一つと

して継続開催予定である。 

B 



68 
 

 

・地域構想研究所のプログラムの学内募

集は実施せず、学内教員とのコラボ企画

への個別の協力要請へ方針変更した。生

涯学習講座は企画検討にとどまった。 

 

・大学設立 100年記念、特別研究事業に

おける支援業務については、防災・減災

プロジェクト、拡大ＢＳＲの予算編成、

事業内容整理、公開講座の支援を行っ

た。次年度事業計画として、大学教員と

のコラボ企画、自治体職員向け有償プロ

グラムなどの新規事業を含めて策定し

た。 
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３．財務の概要 

（１）決算の概要 
令和４年度は、２０２６年の創立１００周年を見据えて策定された「第３次中期マスタープラン改訂増補」1およ

び「令和４年度事業計画」2を踏まえ、中期マスタープランの履行と検証、DX（デジタルトランスフォーメーション）

による事務運営システムのための DX 推進、新たなシステム（アプリケーション）の開発、本学の魅力化を推進

するための働き方改革の実現に向けた重点項目の推進、すがもオールキャンパス構想の実現等、教育・支援

サービスの充実（学生満足度の向上）、業務の効率化・利便性の向上、将来を見据えた拡張性のある柔軟な

システム等、焦点をしぼりその運用費といたしました。 

文部科学省大学改革推進事業「知識集約型社会を支える人材育成事業」においては３年目として、全学共

通教育科目（３、４年生）のテーマを「アントレプレナーシップの養成」とし、「地域戦略人材」（新時代の地域の

在り方を構想する能力をもった人材）育成を目途にこの教育活動推進のために運用しました。 

 

・収入について 

学生生徒等納付金については、令和２年（２０２０年）度からの学費値上げの学年進行により前年度より増加

しています。 

寄付金収入については、一般寄付金として設立宗派（天台宗、豊山派、智山派、浄土宗）および時宗から

の寄付、また特別寄付金としては株式会社ティー・マップからの用途指定寄付が主なものです。なお、学校法

人会計基準上、一般寄付金収入は大学運営の基盤となる費用全般に対する寄付、特別寄付金収入は寄付

者の用途指定によるものです。 

・支出について 

経常費以外の支出の主なものは、DX（デジタルトランスフォーメーション）による学務系システム・法人系シ

ステム更改の実施計画に基づくもの、京都エリアキャンパスの内装工事費、学生確保のための広告等諸活動

によるもの、大学の経営に不可欠な人件費等に充当しました。 

・予備費について 

予備費は、管理経費のうち特に大正大学ブランディング事業にかかる広告費支出４３百万円、コロナ禍によ

る学生食堂運営補助として委託費支出２５百万円を使用しました。 

なお、説明においては金額の表記を百万円単位とし、１０万円台を四捨五入します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 「第３次中期マスタープラン改訂・増補にかかる補助資料」2021 年 10 月策定 
2 「令和４年度事業計画（案）」2022 年 3 月 29 月策定 



70 
 

（２）計算書類の概要 
 

① 事業活動収支計算書 

事業活動収支計算書は、学校法人

の事業活動収入と事業活動支出の内

容（「教育活動」「教育活動外」「特別」

の３区分）及び収支均衡状態を明らか

にする計算書類で、企業会計の損益

計算書に類似するものです。 

事業活動収入は７,４２１百万円で前

年度比１３２百万円の増、事業活動支

出は７,０６２百万円で前年度比６３百

万円増となり、学校法人の運営状況

を表す基本金組入前当年度収支差

額 3が３５８百万円で前年度比６９百万

円の収入増となり、事業活動収支差

額比率 4は昨年度の４.０％から４.８％

へと０．８％増加しました。 

事業活動収支計算書の主な科目

と前年度に対する収支増減の要因は

次の通りです。 

 

 

（教育活動収支） 

 学生生徒等納付金収入５,８０３百万円（前年度比４０５百万円増） 

主なものは、授業料の値上げによる学年進行のため前年度比２７５百万円の増、施設設備資金の前年度比

８３百万円の増、教育充実費は前年度比１７百万円の増です。 

 手数料収入１３２百万円（前年度比１７百万円増） 

入学検定料が、受験生の増加（２０２２年度６,７２５人、２０２１年度６,０８７名）により前年度比１８百万円増に

なりました。 

 寄付金収入３９６百万円（前年度比１０８百万円増） 

一般寄付金として設立宗派（天台宗、豊山派、智山派、浄土宗）および時宗より継続的に頂いているものに

加え、特別寄付金としては株式会社ティー・マップから１２０百万円の寄付がありました。 

 経常費補助金収入６９３百万円（前年度比２５５百万円減） 

経常費補助金のうち、国庫補助金が前年度の入学定員超過のため２４２百万円減です。 

                                                   
3 基本金組入前当年度収支差額・・・当年度の事業収入から事業支出を差し引いた額（収支差額）で、学校法人の毎会計年度の収

支バランスを表示しているもの 

4 事業活動収支差額比率・・・基本金組入前当年度収支差額の事業活動収入に対する割合。この比率がプラスで高いほど自己資金

が充実されていることとなる 

(単位　百万円)

2021年度 2022年度

（令和3年度） （令和4年度）

 学生生徒等納付金 5,398 5,803 △ 405

 手数料 114 132 △ 17

 寄付金 288 396 △ 108

 経常費等補助金 948 693 255

 付随事業収入 32 38 △ 6

 雑収入 181 131 50

 教育活動収入計 6,961 7,192 △ 231

 人件費 3,477 3,343 134

 教育研究経費 2,913 2,935 △ 22

 管理経費 530 703 △ 173

 教育活動支出計 6,921 6,981 △ 61

 　　　教育活動収支差額 41 211 △ 170

 受取利息・配当金 133 216 △ 83

 教育活動外収入計 133 216 △ 83

 借入金等利息 36 32 3

 教育活動外支出計 36 32 3

 　　　教育活動外収支差額 97 184 △ 86

138 395 △ 256

 資産売却差額 180 0 180

 その他の特別収入 14 13 2

 特別収入計 194 13 181

 資産処分差額 43 46 △ 3

 その他の特別支出 0 2 △ 2

 特別支出計 43 49 △ 6

 　　　特別収支差額 151 △ 36 187

 基本金組入前当年度収支差額 289 358 △ 69

（参考）

 事業活動収入計 7,288 7,421 △ 132

 事業活動支出計 6,999 7,062 △ 63

 事業活動収支差額比率 4.0% 4.8%

教

育
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動

外

収

支

収

入

支

出

経常収支差額

特

別

収

支

収
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出

事　業　活　動　収　支　計　算　書

教
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 付随事業収入３８百万円（前年度比６百万円増） 

  受託事業収入として、教員の受託研究による研究費１０百万円の増です。 

 雑収入１３１百万円（前年度比５０百万円減）  

  退職者の減により、退職金財団からの交付金が６１百万円の減です。 

 人件費支出３,３４３百万円（前年度比１３４百万円減）  

教員人件費は前年度（２,０８４百万円）比で４８百万円減、職員人件費は前年度（１,１５１百万円）比で４１百

万円増額しました。職員人件費の増は、嘱託職員（図書館専門職、コアチューター）等直接雇用者の増によ

るものです。 

退職給与引当金繰入額（８４百万円）は前年度（２１１百万円）比で１２７百万円減額しました。（教職員退職

者数２０２２年度２２人、２０２１年度３０人） 

◆ 教育研究経費２,９３５百万円（前年度比２２百万円増） 

  主なものは、 

・光熱水費１９３百万円（前年度比７９百万円増）特に電気料金の急激な値上がりによるもの 

・旅費交通費６百万円（前年度比３百万円増）コロナウィルス感染症予防対策緩和によるもの 

・奨学費３５０百万円（前年度比１９百万円増）修学支援事業奨学費 

・減価償却額８１２百万円（前年度比４７百万円減） 

 減価償却の主なものは、５号館 AV 設備の除却、１３号館 PC 教室仮想化基盤構築の除却分 

・学生諸費７０百万円（前年度比３百万円減） 

・研究費９５百万円（前年度比１４百万円増） JST 共創の場研究事業の展開によるもの 

・実験実習費２５百万円（前年度比１２百万円増） 

・賃借料１１２百万円（前年度比１百万円減） ほぼ同額。すがもオールキャンパス構想拠点整備他  

・委託費９７６百万円（前年度比２５百万円減） 新型コロナウィルス感染症予防対策費用の減によるもの 

 

 管理経費７０３百万円（前年度比１７３百万円増） 

  主なものは、 

・光熱水費１５百万円（前年度比７百万円増）特に電気料金の急激な値上りによるもの 

・旅費交通費７百万円（前年度比３百万円増） 

・減価償却額７４百万円（前年度比６百万円増） 

・印刷製本費３百万円（前年度比３百万円減） 施策として一昨年度よりペーパーレス化推進によるもの 

・厚生費６百万円（前年度同程度） 

・渉外費８百万円（前年度比２百万円増） 

・委託費３６３百万円（前年度比８２百万増）コロナ禍による学生食堂運営補助によるもの 

 

 

（教育活動外収入） 

◆ 受取利息・配当金２１６百万円（前年度比８３百万円増） 

従来の債券主体の運用から、安定的でかつ効率の良いオルタナティブな投資に枠を広げて対応しているこ

とによる増です。 
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（特別収支） 

 資産処分差額４６百万円（前年度比３百万円増） 

主なものは図書の除却に伴うものです。 

 

② 貸借対照表 

貸借対照表は、年度末時点の学校法人の財政状態を、資産と負債、純資産によって明らかにする計算書

類です。 

２０２２年度は、資産の部が３２,６４２百万円（前年度比２１４百万円減）、負債の部は８,３１８百万円（前年度

比５７３百万円減）、純資産の部は２４,３２４百万円（前年度比３５８百万円増）となりました。 

貸借対照表の主な科目の金額と増減の事由は次の通りです。 

 有形固定資産２３,４６２百万円（前年度比６５８百万円減） 

主なものは、８号館完成（２０２０年度）に伴う減価償却分です。 

・建物１５,７９５百万円（前年度比６４５万円減） 

・構築物４３２百万円（前年度比２８百万円減） 

・建設仮勘定１３８百万円（前年度比１２１百万円の増）京都アカデミア内装費 

 特定資産６,３６４百万円（前年度比５０８百万円増） 

・第２号基本金引当特定資産６００百万円（２０２０年度より毎年度２００百万円積み立て分） 

・第３号基本金引当特定資産１,６９９百万円（前年度比１７５百万円増） 

・退職給与引当特定資産１,２５２百万円（前年度比２６百万円減） 

・大学整備引当特定資産２,０１４百万円（前年度比１２４百万円増） 

 流動資産２,４８５百万円（前年度比２３６百万円減） 

・現金預金２,２８４百万円（前年度比１４２百万円減） 

 固定負債５,５１９百万円（前年度比６３９百万円減） 

主なものは８号館建築のための借入金３,４７２百万円です。 

・長期借入金４,２１４百万円（前年度比５９２百万円減） 

・退職給与引当金１,２５２百万円（前年度比２６百万円減） 

 流動負債２,７９８百万円（前年度比６６百万円増） 

主なものは、２０２３年度元本返済のための短期借入金、未払金及び前受金です。 

・短期借入金５９２百万円（前年度同額） 

・未払金７３５百万円（前年度比２３７百万円増） 

・前受金１,３５３百万円（前年度比１６９百万円減） 

 基本金については、２０２０年度より新設した第２号基本金（新４号館建築構想として）に２００百万円（５年

間目標１,０００百万円）、第３号基本金（地域人材育成奨学基金）に１００百万円（６年間目標１,０００百万

円）の組入を実施しました。 

・第１号基本金３２,６８６百万円（当年度組入額２９５百万円） 

・第２号基本金６００百万円（当年度組入額２００百万円） 

・第３号基本金１,６９９百万円（当年度組入額１７５百万円） 

・第４号基本金４５５百万円（前年度同額） 

 翌年度繰越収支差額 △１１,１１７百万円（前年度比△３１２百万円増） 
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③ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応する全ての内容並びに、当該会計年度における支

払資金（現金預金及びいつでも引き出すことのできる預貯金等）の収入及び支出のてん末を明らかにする

計算書類です。 

収入の部において事業活動収入と相違する科目のうち、前受金収入は１,３５３百万円で、前年度の入学

定員超過是正により前年度比で１６９百万円の減額となります。 

また、支出の部において事業活動支出と相違する科目のうち、施設関係支出１８３百万円（前年度比１２５

百万円増）は、主として京都セミナーハウス内装費です。 

ソフトウェア支出１６９百万円（前年度比１４７百万円増）は、デジタルプレイスに係るアプリケーションソフト

ウエア開発費、学務及び法人システム更改増額です。 

 

④ 活動区分資金収支計算書 

活動区分資金収支計算書は、学校法人の

資金収支を、「教育活動」、「施設整備等活

動」、「その他の活動」の３つに区分して表示

した計算書類で活動ごとの資金の流れを把

握することができます。 

学校法人の本業である教育活動による資

金収支差額は、１,０７５百万円（前年度比１４６

百万円減）であり、施設整備等活動資金収支

差額は、△４９３百万円（前年度比７７百万円

増）、その他の活動資金収支差額は、△７２４百万円（前年度比１８４百万円増）であり、当年度の支払資金の

増減額△１４２百万円となり、前年度比４０７百万円減となりました。 
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３．主な財務比率比較 

 

 

（３）学校法人会計の特徴や企業会計との違いについて 

学校法人とは永続的な教育研究活動を目的とした非営利法人であり、利益の獲得を主な目的とする企

業などの営利法人とは性質が異なり、その会計制度も大きく異なります。 

企業会計では、株主や投資家の保護と適正な利益配分のために、一会計期間での収益と費用から利 

益を算定し、経営成績を明らかにすることを目的としており、損益計算書、貸借対照表及びキャッシュフロー

計算書の作成を必要とします。 

これに対して、学校法人会計では、永続的な運営と教育水準の向上のために、一会計期間の収支均衡

と、継続的な維持のために保持すべき財産の確保を目的としており、「資金収支計算書」「活動区分資金収

支計算書」「事業活動収支計算書」及び「貸借対照表」の作成を必要とします。 

「資金収支計算書」と「事業活動収支計算書」は予算作成が必要であり、予算と決算を対比して作成されま

す。 「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」は企業会計のキャッシュ･フロー計算書に、「事業活

動収支計算書」は企業会計の損益計算書に類似しています。  

学校法人会計の基本となる収支計算は、現金主義に一部、発生主義を取り入れたものと考えられますが、

主な財務比率比較 （単位　％）

算式（×100）
2020年度末
（令和2年
度末）

2021年度末
（令和3年
度末）

2022年度末
（令和4年
度末）

私大平均
（令和3年
度末）

人件費比率
人　　件　　費
経　常　収　入

48.3% 49.0% 45.1% 47.5% 低い値がよい

人件費の経常収入に対する割合を示す重要な比率である。人件費に
は、教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職給与引当金繰入額等が
含まれている。

教育研究経費比率
教　育　研　究　経　費

経　常　収　入
40.2% 41.1% 39.6% 36.2% 高い値がよい

教育研究経費は教育研究活動の維持・発展のために不可欠なものであ
り、この比率も事業活動収支の均衡を失しない限りにおいて高くなる
ことが望ましい。

管理経費比率
管　理　経　費
経　常　収　入

7.2% 7.5% 9.5% 6.9% 低い値がよい

管理経費は教育研究活動以外に対し支出された経費である。学校法人
の運営のためには、ある程度の経費支出は止むを得ないものの比率と
しては低いほうが望ましい。

事業活動収支差額比率
基本金組入前当年度収支差額

事　業　活　動　収　入
3.8% 4.0% 4.8% 9.1% 高い値がよい

基本金組入前当年度収支差額の事業活動収入に対する割合である。こ
の比率がプラスで大きくなるほど自己資金は充実されていることとな
り、経営に余裕があるとみなすことができる。

学生生徒等納付金比率
学 生 生 徒 等 納 付 金

経　常　収　入
77.9% 76.1% 78.3% 79.4% 高い値がよい

学生納付金が経常収入に占める割合。学生納付金は、事業活動収入の
なかで最大の比重を占めており、補助金・寄付金に比べ第三者の意向
に左右されにくい重要な自己財源である。したがって、この比率が高
水準で安定的に推移していることが望ましい。

経常収支差額比率
経　常　収　支　差　額

経　常　収　入
3.9% 1.9% 5.3% 9.2% 高い値がよい

経常的な活動による収支差額の収入に占める割合で、経常的収支バラ
ンスをあらわす。

※私大平均は「今日の私学財政」大学部門５ヵ年連続財務比率表（医歯系大学を除く）を参照

（単位　％）

算式（×100）
2020年度末
（令和2年
度末）

2021年度末
（令和3年
度末）

2022年度末
（令和4年
度末）

私大平均
（令和3年
度末）

純資産構成比率
純　　資　　産
総負債＋純資産

72.3% 72.9% 74.5% 88.0% 高い値がよい

純資産の総資産に占める構成割合である。この比率は、学校法人の資
金の調達源泉を分析する上で、最も概括的で重要な指標である。高い
ほど財政的に安定していると言え、50%を下回ると他人資本が自己資本
を上回っていることを示している。

流動比率
流　動　資　産
流　動　負　債

98.2% 99.6% 88.8% 262.9% 高い値がよい

１年以内に償還又は支払わなければならない負債（流動負債）に対し
て、現金・預金又は１年以内に現金化が可能な資産（流動資産）がど
の程度用意されているかという学校法人の資金流動性、すなわち短期
的な支払能力を判断する指標である。

負債比率
総　　負　　債
純　　資　　産

38.3% 37.1% 34.2% 13.6% 低い値がよい

他人資本と自己資本との関係比率であり、他人資本が自己資本を上
回っていないかどうかをみる指標で、100%以下で低いほうが望まし
い。

基本金比率
基　　本　　金
基本金要組入額

89.3% 89.9% 90.4% 97.3% 高い値がよい

基本金組入対象資産額（＝要組入額）に対し、実際に組み入れた基本
金の比率。未組入額があるのは、借入金・未払金により基本金組入対
象資産を取得していることを意味する。100％に近いほうが望ましい。

※私大平均は「今日の私学財政」大学法人５ヵ年連続財務比率表（医歯系大学を除く）を参照

資産運用の状況 （単位　％）

算式（×100）
2020年度末
（令和2年
度末）

2021年度末
（令和3年
度末）

2022年度末
（令和4年
度末）

受取利息・配当金＋資産売却差額

特定資産＋現金預金 1.7% 3.8% 2.5%

比率名

資産運用利回り

貸
借
対
照
表
関
係
比
率

比率名 解説

事
業
活
動
収
支
計
算
書
関
係
比
率

比率名 解説
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「資金収支計算書」では、当年度に実際の入金・出金がないものを調整するための科目として、「資金収入

（支出）調整勘定」があるのも特徴のひとつです。 「事業活動収支計算書」では、「基本金組入額・基本金

取崩額」が企業会計にはない特殊な科目です。 

学校法人会計の最大の特徴は「基本金」であり、企業会計の「資本金」と混同されがちですが、本質的に

その性格を異にしています。学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するた

めに維持すべきものとして、事業収入のうちから組み入れた金額が基本金で、第１号基本金～第４号基本

金までの４種類があります。 
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（４）経年比較  

 

貸借対照表の推移  
資産の部

 
 

 

負債の部

 
 

科目 平成30年度（2018） 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022）

固定資産 24,676,150 25,313,294 30,387,576 30,135,051 30,156,961

有形固定資産 19,603,481 20,208,383 24,845,950 24,120,232 23,461,925

土地 2,656,165 2,656,165 2,656,165 2,654,632 2,654,632

建物 10,760,050 10,323,920 17,091,348 16,440,366 15,795,108

構築物 321,964 283,212 501,700 459,816 431,595

教育研究用機器備品 802,253 666,442 678,894 648,151 537,378

管理用機器備品 61,748 59,748 61,947 64,467 54,543

図書 3,808,391 3,824,757 3,838,799 3,835,702 3,850,512

その他 1,192,910 2,394,138 17,098 17,098 138,158

特定資産 5,000,572 5,034,627 5,460,455 5,855,755 6,363,936

その他の固定資産 72,096 70,284 81,171 159,064 331,099

有価証券 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

その他 42,096 40,284 51,171 129,064 301,099

流動資産 2,376,298 2,349,531 2,361,040 2,720,939 2,484,776

現金預金 1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590 2,284,057

有価証券 400,000 0 0 0 0

その他 251,831 218,399 200,603 295,349 200,719

資産の部合計 27,052,448 27,662,824 32,748,617 32,855,990 32,641,737

固定負債 2,500,392 2,438,855 2,344,209 6,158,224 5,519,466

長期借入金 1,250,000 1,200,000 1,100,000 4,805,400 4,213,600

退職給与引当金 1,202,062 1,209,664 1,227,890 1,278,437 1,252,239

その他 48,330 29,191 16,319 74,387 53,626

流動負債 1,711,065 1,652,747 1,897,348 2,732,307 2,798,390

短期借入金 50,000 50,000 100,000 591,800 591,800

その他 1,661,065 1,602,747 1,797,348 2,140,507 2,206,590

負債の部合計 4,211,457 4,091,602 4,241,557 8,890,531 8,317,856

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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基本金の部

 
 

純資産の部

 
 

 
 

 

過去５年間の推移  

資金収支計算書の推移  

収入の部

 

基本金 30,272,649 30,728,374 32,053,846 34,770,811 35,440,742

第１号基本金 29,017,236 29,422,209 30,693,649 32,391,767 32,686,444

第２号基本金 0 0 200,000 400,000 600,000

第３号基本金 850,413 878,165 905,197 1,524,044 1,699,299

第４号基本金 405,000 428,000 455,000 455,000 455,000

繰越収支差額 △ 7,416,573 △ 7,767,528 △ 8,632,579 △ 10,805,352 △ 11,116,861

純資産の部合計 22,856,076 22,960,846 23,421,267 23,965,459 24,323,881

負債、純資産の部合計 27,067,533 27,052,448 27,662,824 32,855,990 32,641,737

減価償却額の累計額 9,898,577 9,889,028 10,567,439 12,088,574 12,744,128

基本金未組入額 131,334 80,716 90,776 3,898,786 3,759,019

科目 平成30年度（2018） 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022）

学生生徒等納付金収入 5,228,952 5,155,109 5,264,201 5,397,758 5,802,819

手数料収入 204,262 172,812 148,137 114,295 131,581

寄付金収入 341,477 352,446 331,228 288,436 396,328

補助金収入 560,837 600,970 788,533 959,313 694,973

資産売却収入 617,596 500,000 0 181,160 0

付随事業・収益事業収入 32,298 40,504 17,219 31,972 37,626

受取利息・配当金収入 139,284 144,777 128,062 133,103 215,930

雑収入 152,601 76,644 90,353 180,726 131,424

借入金等収入 0 0 4,889,000 0 0

前受金収入 1,154,220 1,301,084 1,307,463 1,521,224 1,352,586

その他の収入 1,289,786 549,899 1,852,592 1,829,435 2,702,958

資金収入調整勘定 △ 1,375,539 △ 1,264,415 △ 1,399,473 △ 1,512,184 △ 1,637,635

前年度繰越支払資金 2,547,456 1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590

収入の部合計 10,893,228 9,354,296 15,548,449 11,285,674 12,254,180

（単位：千円） 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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支出の部

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 平成30年度（2018） 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022）

人件費支出 3,211,217 3,197,741 3,239,601 3,449,841 3,369,362

教育研究経費支出 1,869,033 1,666,488 2,099,594 2,053,682 2,116,894

管理経費支出 513,120 456,270 439,167 460,809 629,949

借入金等利息支出 8,369 8,066 26,646 35,623 32,335

借入金等返済支出 50,000 50,000 100,000 591,800 591,800

施設関係支出 1,188,992 1,257,682 5,114,814 58,254 183,385

設備関係支出 137,717 81,485 206,420 260,209 244,349

資産運用支出 2,143,587 498,732 2,133,322 2,128,414 2,977,615

その他の支出 391,769 397,928 419,966 400,791 556,621

資金支出調整勘定 △ 345,044 △ 391,227 △ 391,517 △ 579,339 △ 732,187

次年度繰越支払資金 1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590 2,284,057

支出の部合計 10,893,228 9,354,296 15,548,449 11,285,674 12,254,180

（単位：千円） 
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活動区分資金収支計算書の推移  

 
 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目 平成30年度（2018） 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022）

教育活動資金収入計 6,515,233 6,398,485 6,628,855 6,961,364 7,192,221

教育活動資金支出計 5,593,370 5,320,499 5,778,361 5,964,215 6,113,804

差引 921,863 1,077,986 850,494 997,149 1,078,417

調整勘定等 △ 138,870 184,884 33,288 224,122 △ 3,374

教育活動資金収支差額 782,992 1,262,870 883,781 1,221,271 1,075,043

施設設備等活動資金収入計 984 0 10,817 12,488 1,613

施設設備等活動資金支出計 1,326,709 1,339,166 5,521,234 518,463 627,734

差引 △ 1,325,725 △ 1,339,166 △ 5,510,417 △ 505,975 △ 626,121

調整勘定等 △ 50,618 7,262 △ 28,951 89,973 133,608

施設設備等活動資金収支差額 △ 1,376,344 △ 1,331,904 △ 5,539,367 △ 416,002 △ 492,513

△ 593,351 △ 69,035 △ 4,655,586 805,268 582,530

その他の活動資金収入計 1,981,597 1,042,096 6,759,459 2,043,956 2,715,084

その他の活動資金支出計 2,211,234 566,397 2,073,567 2,585,072 3,439,132

差引 △ 229,637 475,699 4,685,892 △ 541,116 △ 724,047

調整勘定等 0 0 △ 1,000 1,000 △ 15

その他の活動資金収支差額 △ 229,637 475,699 4,684,892 △ 540,116 △ 724,062

△ 822,989 406,664 29,306 265,152 △ 141,533

2,547,456 1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590

1,724,467 2,131,132 2,160,438 2,425,590 2,284,057翌年度繰越支払資金

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

小計（教育活動資金収支差額＋施設設備等活動資金収支差額）

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

前年度繰越支払資金

（単位：千円） 
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事業活動収支計算書の推移  

 

 

科目 平成30年度（2018） 令和元年度（2019） 令和2年度（2020） 令和3年度（2021） 令和4年度（2022）

学生生徒納付金 5,228,952 5,155,109 5,264,201 5,397,758 5,802,819

手数料 204,262 172,812 148,137 114,295 131,581

寄付金 341,477 352,446 331,228 288,436 396,328

経常費等補助金 559,853 600,970 777,716 948,325 693,360

付随事業収入 32,298 40,504 17,219 31,972 37,626

雑収入 148,392 76,644 90,353 180,579 130,507

教育活動収入計 6,515,233 6,398,485 6,628,855 6,961,364 7,192,221

人件費 3,218,819 3,215,967 3,262,765 3,477,223 3,343,165

教育研究経費 2,516,060 2,296,776 2,717,913 2,913,470 2,935,159

管理経費 573,829 513,102 489,366 529,839 702,816

徴収不能額等 0 0 0 0 0

教育活動支出計 6,308,708 6,025,845 6,470,045 6,920,531 6,981,139

教育活動収支差額 206,525 372,640 158,810 40,833 211,082

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
収
支

受取利息・配当金 139,284 144,777 128,062 133,103 215,930

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入計 139,284 144,777 128,062 133,103 215,930

借入金等利息 8,369 8,066 26,646 35,623 32,335

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 8,369 8,066 26,646 35,623 32,335

教育活動外収支差額 130,915 136,710 101,417 97,480 183,595

経常収支差額 337,440 509,350 260,227 138,312 394,677

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教
育
活
動
外
収
支

（単位：千円） 
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(参考 ) 

 
 

 

資産売却差額 17,596 0 0 179,660 0

その他の特別収入 14,002 17,580 18,663 14,127 12,504

特別収入計 31,598 17,580 18,663 193,787 12,504

資産処分差額 264,268 66,509 23,812 42,868 46,358

その他の特別支出 0 0 0 117 2,402

特別支出計 264,268 66,509 23,812 42,985 48,760

特別収支差額 △ 232,670 △ 48,929 △ 5,150 150,802 △ 36,256

104,770 460,421 255,077 289,115 358,422

△ 455,725 △ 1,325,472 △ 1,931,064 △ 785,900 △ 669,931

△ 350,955 △ 865,051 △ 1,675,987 △ 496,785 △ 311,510

△ 7,416,573 △ 7,767,528 △ 8,632,579 △ 10,308,566 △ 10,805,352

0 0 0 0 0

△ 7,767,528 △ 8,632,579 △ 10,308,566 △ 10,805,352 △ 11,116,861翌年度繰越収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

事
業
活
動
支
出
の
部

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

6,686,115 6,560,841 6,775,580 7,288,253 7,420,656

6,581,345 6,100,420 6,520,503 6,999,139 7,062,234

事業活動収入計

事業活動支出計
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（５）主な財務比率比較

 

 

※経常収入＝教育活動収入計＋教育活動外収入計  

 

 

  

年度

項目

　基本金繰入前当年度収支差額　

事業活動収入計

　　　事業活動支出　　　

事業活動収入計-基本金繰入額

　学生生徒等納付金　

経常収入※

　　人件費　　

経常収入※

　教育研究経費　

経常収入※

　管理経費　

経常収入※

　流動資産　

流動負債

　総負債　

純資産

　　純資産　　

負債+純資産

　　　基本金　　　

基本金要繰入額

　教育活動資金収支差額　

教育活動資金収入計

89.3%

13.3% 17.5%

89.9% 97.2%

14.6%

90.4%

14.9%

基本金比率 99.7%

教育活動資金収支差額比率 12.0%

99.7%

19.7%

38.3%

72.3% 72.9%

37.1% 16.6%

85.8%

34.2%

74.5%

17.8%

純資産構成比率 84.9%

負債比率 18.1%

84.7%

7.2%

98.2%

7.5%

99.6%

6.4%

260.2%

9.5%

88.8%

8.6%

流動比率 143.8%

管理経費比率 7.8%

123.8%

48.3%

40.2% 41.1%

49.0% 46.3%

40.4%

45.1%

39.6%

48.4%

教育研究経費比率 37.8%

人件費比率

35.1%

49.1%

134.6%

77.9% 76.1%

107.6% 101.6%

48.7%

104.6%

78.3%

105.6%

学生生徒等納付金比率 78.6%

基本金組入後収支比率 116.5%

78.8%

令和2年度（2020）

3.8%

令和3年度（2021）

4.0%

大学平均
（令和3年度）

7.2%

令和4年度（2022）

4.8%

平成30年度（2018）

事業活動収支差額比率 1.6%

算式 令和元年度（2019）

7.0%

（単位：％） 
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（６）その他  
令和４年度  有価証券の状況                    

引当特定資産  

 
 

令和４年度  借入金の状況

                    
 

令和４年度  寄付金の状況                （単位：千円） 

                

区分 種類 帳簿価額 時価 差額 表示科目

債券 社債 3,750,000 3,303,035 △ 446,965 特定資産

株式 - 0 0 0 -

投資信託 - 0 0 0 -

貸付信託 - 0 0 0 -

その他 - 110,150 155,678 45,528 特定資産

計 3,860,150 3,458,713 △ 401,437
時価のない有価証券 1,387,036

有価証券合計 5,247,186

借入先 借入残高 利率 返済期限 担保等

朝日信用金庫 800,000 0.650% 令和10年（2028年）9月27日
使途：キャンパス整備、新学部設置
担保：なし

朝日信用金庫 1,320,000 0.670% 令和10年（2028年）3月27日
使途：新8号館建築費
担保：土地、建物

朝日信用金庫 2,152,000 0.670% 令和10年（2028年）3月27日
使途：新8号館建築費
担保：土地、建物

日本私立学校振興・
共済事業団

533,400 0.306% 令和7年（2025年）10月19日
使途：教育研究に関する経費の充実
担保：土地、建物

合計 4,805,400

寄付金の種類 寄付者 金額 摘要

1.特別寄付金

施設設備拡充 0

　小計 0

経費 個人 4,210

会社 140,500

後援会 19,700

その他 29,410

　小計 193,820

借入金返済等 0

　小計 0

基金 個人 255

　小計 255

その他 0

　小計 0

特別寄付金合計 194,075

うち受配者指定寄付金 会社 140,500

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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令和４年度  補助金の状況

 

2.一般寄付金 個人 1,692

後援会 300

その他 200,260

一般寄付金合計 202,252

3.現物寄付（特別収支） 個人 1,776

会社 7,474

後援会 59

その他 665

現物寄付（特別収支）合計 9,974

寄付金総計 406,301

補助金の種類 補助金額

■国庫補助金 688,425

　経常費補助金 376,464

　大学等における修学の支援に関する法律による 260,348

　令和4年度大学改革推進等補助金 50,000

　令和4年度私立学校等研究設備整備費等補助金 1,613

■地方公共団体補助金 6,548

　豊島区　発達障害者心理相談事業補助金 342

　東京都　結核予防費都費補助金 372

　新型コロナワクチン接種に係る補助金 3,982

　五泉市大学生等フィールドワーク推進事業補助金 97

　飛騨市域学連携活動支援補助金 100

　淡路市連携大学まちづくり活動補助金 200

　藤枝市大学とのまちづくり推進事業費補助金 1,080

　小学校休業等対応助成金（両立支援等助成金） 375

合計 694,973

（単位：千円） 
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財務比率 5 ヶ年のグラフ

 
 

 

各科目の説明  

（資金収支計算書）  

収入の部  

科目 主な項目 

学生生徒等納付金 授業料、施設設備費 

手数料 入学試験検定料 

寄付金 個人、団体等から受入れる寄付金 

補助金 国、または地方公共団体からの補助金 

資産売却 施設、設備、有価証券の売却 

付随事業・収益事業 付属研究所の事業の収入 

受取利息・配当金 預金の利息、資産運用の配当金 

雑収入 施設設備利用料 

借入金等 銀行等からの借入金 

前受金 翌年度入学する学生の授業料、施設設備費等 

その他 上記以外 
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支出の部  

人件費 教員、職員の給与、理事役員の報酬、退職金 

教育研究経費 教育研究の経費全般 

管理経費 法人運営の経費、教育研究以外の経費 

借入金等利息 銀行等からの借入金に対する利息 

借入金等返済 銀行等からの借入金に対する元本の返済 

施設関係 土地、建物、構築物（校地、グラウンド等） 

設備関係 教育研究に関する備品、管理に関する備品、図書、車両、ソフトウェア 

資産運用 資産運用に関する支出 

その他 上記以外 

（貸借対照表）  

資産の部  

固定資産 土地、建物、構築物、備品、図書、車両、有価証券 

流動資産 現預金、未収入金、貯蔵品 

負債の部  

固定負債 長期的な借入金、長期的な未払金、退職給与引当金 

流動負債 １年以内に償還する借入金、未払金、前受金、源泉所得税などの預り金 

純資産の部  

基本金 

第１号基本金  
設立当初に取得した固定資産、既設の学校の規模拡大、 

教育の充実向上のために取得した固定資産の額 

第２号基本金 
新たな学校の設置、規模の拡大、教育の充実向上のために 

将来取得する固定資産に充てる金銭その他の資産の額 

第３号基本金 基金として継続的に保持し、かつ、運用する金銭その他の資産の額 

第４号基本金 恒常的に保持すべき資金として別に文部科学大臣の定める額 

 

学校法人の出資による会社に係る事項 
当学校法人の出資割合が総出資額の 2 分の 1 以上である会社の状況は次のとおりである。 

①名称及び事業内容 株式会社ティー・マップ 教育研究に関する技術情報の仲介斡旋、施設賃貸、 

印刷出版販売等 

②資本金の額 30,000,000 円 600 株 

③学校法人の出資金額及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日 
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④期中に学校法人が受け入れた配当及び寄付の金額並びに学校法人との資金、取引等は次のとおりである。 

 

⑤当該会社の債務に係る保証債務 学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。 
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関連当事者との取引に係る事項 
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〒 170-8470 東京都豊島区西巣鴨 3-20-1 
TEL 03-3918-7311（代）  FAX 03-5394-3037 

メールアドレス： kikaku@mail. tais.ac. jp 
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